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(57)【要約】
【課題】電気泳動表示装置の切替時間を過度に長くする
ことなく、画像安定性を相当に高めること。
【解決手段】懸濁流体（２０６）に懸濁した複数の粒子
（１０８、２１８）を含有する電気泳動媒体（２００）
であって、該粒子（１０８、２１８）は、該媒体（２０
０）に電場をかけると、該流体（２０６）を通って移動
できる。該流体は、その中に、２０，０００を超える数
平均分子量を有する重合体を溶解または分散しており、
該重合体は、該粒子に事実上非吸収性である。該重合体
は、該表示装置の双安定性（すなわち、該表示装置をリ
フレッシュすることなく、書き込んだ画像が持続する期
間）を向上させるが、該懸濁流体の粘度を著しく高めず
、それゆえ、該表示装置の切替時間を適切な限度内に保
つ。該媒体は、カプセル化され得るか、重合体を分散し
た電気泳動媒体の形態であり得る。
【選択図】図２Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）を含有する電気泳動媒体（１
００；２００；３００）を有する電気泳動表示装置であって、該粒子（１０８；１０８、
２１８；２１８、３２０）は、炭化水素懸濁流体（１０６；２０６；３０６）に懸濁され
、該媒体（１００；２００；３００）に電場をかけると、該懸濁流体（１０６；２０６；
３０６）を通って、移動でき、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）は、その中で、重
合体を溶解または分散し、該重合体は、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）中で固有
粘度［η］を有し、該表示装置は、少なくとも１個の電極（１１０、１１２）をさらに有
し、該電極は、該媒体に隣接しており、そして該媒体に電場を加えることができ、該表示
装置は、該重合体が該懸濁流体中でイオン性基またはイオン化可能基を事実上含まないこ
と、および該重合体が０．５［η］－１～２．０［η］－１の濃度で該懸濁流体（１０６
；２０６；３０６）中にて存在していることを特徴とする、電気泳動表示装置。
【請求項２】
　前記媒体がカプセル化されており、前記懸濁流体および前記粒子が、複数のカプセル内
で保持されることを特徴とする、請求項１に記載の電気泳動表示装置。
【請求項３】
　前記媒体が２相型であり、前記懸濁流体および前記粒子が、非連続相を形成し、該非連
続相が、複数の小滴を有し、該小滴が、連続相によって取り囲まれていることを特徴とす
る、請求項１に記載の電気泳動表示装置。
【請求項４】
　前記媒体が異なる電気泳動移動度を有する異なる２つの型の粒子を有する二重粒子型で
あることを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の電気泳動表示装置。
【請求項５】
　少なくとも１，０００秒の画像安定性によって特徴付けられる、請求項１～４のいずれ
か１項に記載の電気泳動表示装置。
【請求項６】
　少なくとも１０，０００秒の画像安定性によって特徴付けられる、請求項５に記載の電
気泳動表示装置。
【請求項７】
　前記電気泳動媒体の対向面に２個の電極（１１０、１１２）が配置され、該電極の少な
くとも１個が、実質的に透明であり、その結果、該電気泳動媒体が、該実質的に透明な電
極を通して見ることができることによって特徴付けられる、請求項１～６のいずれか１項
に記載の電気泳動表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像安定性を改良した電気泳動媒体に関し、また、この媒体を含む電気泳動
表示装置に関する。さらに特定すると、本発明は、その表示装置の切替時間または駆動電
圧を許容できない程に高めることなく、画像安定性を改良できる電気泳動媒体および表示
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気泳動表示装置は、多年にわたって、多くの研究および開発の対象となっている。こ
のような表示装置は、液晶表示装置と比較すると、良好な明度およびコントラスト、広い
視野角、状態双安定性および低い電力消費という特性を有し得る。「双安定な」および「
双安定性」との用語は、本明細書中にて、当該分野でのそれらの通常の意味で使用され、
少なくとも１つの光学特性が異なる第一および第二表示状態を有する表示素子を含む表示
装置をいい、有限持続時間のアドレシングパルス（ａｄｄｒｅｓｓｉｎｇ　ｐｕｌｓｅ）
によって、任意の所定の素子が駆動された後、その第一または第二表示状態のいずれかを
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呈し、このアドレシングパルスが停止した後、その状態は、この表示素子の状態を変える
のに必要とされるこのアドレシングパルスの最低持続時間の少なくとも数倍（例えば、少
なくとも４倍）持続する。（実際、一部の電気泳動表示装置（本発明の表示装置の一部を
含めて）は、複数の灰色状態を達成でき、以下で示すように、それらの極端な黒色および
白色の光学状態だけでなく、それらの中間の灰色状態でも、安定である。このような表示
装置は、正しくは、「双安定性」よりもむしろ、「多安定性」と記述されるべきであるが
、便宜上、本明細書中では、前者の用語が使用され得る）。電場を加えて変えられる光学
特性は、典型的には、ヒトの目に知覚できる色であるが、他の光学特性（例えば、光の透
過、反射率、発光）であり得るか、または機械読み取りに向けた表示装置の場合、可視域
の外側の電磁波長に関連した変化という意味で、擬似色であり得る。それにもかかわらず
、これらの表示装置の長期間にわたる画像品質の問題により、それらを広範囲で使用する
ことが妨げられている。例えば、電気泳動表示装置を構成する粒子は、沈降する傾向にあ
り、その結果、それらの表示装置の耐用年数が不十分となる。
【０００３】
　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（Ｍ
ＩＴ）およびＥ　Ｉｎｋ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎに譲渡されたかそれらの名義の特許お
よび特許出願であって、カプセル化電気泳動媒体を記述している多数の特許および特許出
願が、最近公開されている。このようなカプセル化媒体は、多数の小カプセルを含み、そ
の各々は、それ自体、内相（これは、液状懸濁媒体に懸濁された電気泳動移動粒子を含有
する）およびカプセル壁（これは、内相を取り囲んでいる）を含む。典型的には、これら
のカプセルは、それ自体、高分子結合剤内に保持されて、２個の電極間に配置された干渉
相を形成する。この種のカプセル化媒体は、例えば、米国特許第５，９３０，０２６号；
第５，９６１，８０４号；第６，０１７，５８４号；第６，０６７，１８５号；第６，１
１８，４２６号；第６，１２０，５８８号；第６，１２０，８３９号；第６，１２４，８
５１号；第６，１３０，７７３号；第６，１３０，７７４号；第６，１７２，７９８号；
第６，１７７，９２１号；第６，２３２，９５０号；第６，２４１，９２１号；第６，２
４９，２７１号；第６，２５２，５６４号；第６，２６２，７０６号；第６，２６２，８
３３号；第６，３００，９３２号；第６，３１２，３０４号；第６，３１２，９７１号；
第６，３２３，９８９号；および第６，３２７，０７２号；米国特許出願第２００１－０
０４５９３４号；および国際出願公開第ＷＯ９７／０４３９８号；第ＷＯ９８／０３８９
６号；第ＷＯ９８／１９２０８号；第ＷＯ９８／４１８９８号；第ＷＯ９８／４１８９９
号；第ＷＯ９９／１０７６７号；第ＷＯ９９／１０７６８号；第ＷＯ９９／１０７６９号
；第ＷＯ９９／４７９７０号；第ＷＯ９９／５３３７１号；第ＷＯ９９／５３３７３号；
第ＷＯ９９／５６１７１号；第ＷＯ９９／５９１０１号；第ＷＯ９９／６７６７８号；第
ＷＯ００／０３３４９号；第ＷＯ００／０３２９１号；第ＷＯ００／０５７０４号；第Ｗ
Ｏ００／２０９２１号；第ＷＯ００／２０９２２号；第ＷＯ００／２０９２３号；第ＷＯ
００／２６７６１号；第ＷＯ００／３６４６５号；第ＷＯ００／３６５６０号；第ＷＯ０
０／３６６６６号；第ＷＯ００／３８０００号；第ＷＯ００／３８００１号；第ＷＯ００
／５９６２５号；第ＷＯ００／６０４１０号；第ＷＯ００／６７１１０号；第ＷＯ００／
６７３２７号；第ＷＯ０１／０２８９９号；第ＷＯ０１／０７６９１号；第ＷＯ０１／０
８２４１号；第ＷＯ０１／０８２４２号；第ＷＯ０１／１７０２９号；第ＷＯ０１／１７
０４０号；第ＷＯ０１／１７０４１号；第ＷＯ０１／８０２８７号および第ＷＯ０２／０
７２１６号で記述されている。
【０００４】
　前記特許および出願の多くから、カプセル化した電気泳動媒体内の不連続なマイクロカ
プセルを取り囲む壁が連続相で置き換えられ得、それにより、その電気泳動媒体が電気泳
動流体の複数の不連続な小滴および高分子材料の連続相を含有する、いわゆる「重合体分
散した電気泳動表示装置」を製造すること；およびこのような重合体分散した電気泳動表
示装置内の電気泳動流体の不連続な小滴が、個々の各小滴に付随している不連続なカプセ
ル膜がなくても、カプセルまたはマイクロカプセルと見なされ得ることが分かる；例えば
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、ＷＯ０１／０２８９９、１０ページ、６～１９行目を参照。
【０００５】
　カプセル化した電気泳動表示装置は、典型的には、伝統的な電気泳動装置のクラスター
形成および沈降という故障モードの欠点がなく、さらなる利点（例えば、この表示装置を
広範囲の可撓性基板および剛性基板に印刷または被覆する性能）を生じる。（「印刷」と
の用語の使用は、全ての形態の印刷および被覆を含むと解釈され、これには、以下が挙げ
られるが、これらに限定されない：予め計量した被覆（例えば、パッチダイ被覆、スロッ
トまたは押出被覆、スライドまたはカスケード被覆、カーテン被覆）；ロール被覆（例え
ば、ナイフオーバーロール被覆、前方および逆ロール被覆）；グラビア被覆；浸漬被覆；
スプレー被覆；メニスカス被覆；スピン被覆；ブラシ被覆；エアナイフ被覆；シルクスク
リーン印刷プロセス；静電印刷プロセス；熱印刷プロセス；インクジェット印刷プロセス
；および他の類似の技術）。それゆえ、得られる表示装置は、可撓性であり得る。さらに
、この表示媒体が（種々の方法を使用して）印刷できるので、この表示装置それ自体は、
安価に作製できる。
【０００６】
　既に述べたように、電気泳動表示装置は、双安定性を示すが、この双安定性は、無制限
ではなく、この表示装置上の画像は時間と共にゆっくりと衰え、その結果、もし、画像が
長期間にわたって維持されるなら、その画像は、定期的にリフレッシュされなければなら
ない（そしてこのようなリフレッシングが必要な間隔は、画像安定性の便利な定量手段で
ある）。また、画像安定性に欠ける多くのシステムでは、いわゆる「ブランキングパルス
」を規則的な間隔で適用することが必要である；このようなブランキングパルスには、ま
ず、この表示装置の全画素を１つの光学状態（例えば、白色状態）に駆動すること、次い
で、これらの全ての画素を反対の光学状態（例えば、黒色）に駆動すること、次いで、所
望の画像を描くことが関与している。この表示装置のこのようなリフレッシングおよびブ
ランキングは、本質的にエネルギーを消費するので、また、そのブランキングパルスは、
画像に集中しようと試みているユーザーの注意を逸らすので、このようなリフレッシング
およびブランキングをできるだけ少なくすること、すなわち、その画像のリフレッシング
および／またはブランキング間の間隔が長くなり得るように、この表示装置の双安定性を
高めることが望ましく、それにより、この表示装置の電力消費は、少なくされる。例えば
、電気泳動表示装置の１つの実行可能な適用には、携帯情報端末（ＰＤＡ）があり、この
場合、その装置の固有のサイズおよび重量の限界、ならびに広範囲の照明条件下でスクリ
ーンが見える必要性により、電力消費が少なくなり、電気泳動表示装置の反射モードが非
常に魅力的になる。ＰＤＡのユーザーが、長期間にわたって、そのスクリーン上で、単一
の画像（例えば、電話番号のリスト）を保持することは、一般的であり、また、ＰＤＡの
エネルギー消費およびユーザーの注意散漫を絶対的に最小に保つために、この長期間の間
、この表示装置のいずれのリフレッシングもブランキングも必要とすることなく、これが
達成されることが望ましい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明者および彼の同僚は、前記特許および特許出願で記述された種類の電気泳動表示
装置の画像安定性を限定する主な要因が、重力下での電気泳動顔料粒子の沈降にあること
を発見した。このような沈降の速度は、これらの顔料粒子が懸濁された液相の粘度に逆比
例した第一次近似であるので、その画像の安定性は、この液相の粘度を高くすることによ
り、高めることができる。残念なことに、電気泳動表示装置の技術分野の当業者に周知で
あるように、これらの顔料粒子の電気泳動移動度（これらの粒子が所定電場下にて液相を
通って移動する速度）もまた、この液相の粘度と逆比例しており、それゆえ、この表示装
置の切替時間（この表示装置の所定画素をその光学状態の１つから他の状態へと変えるの
に必要な時間－事実上、これらの顔料粒子が液体媒体の厚さを通って移動するのに必要な
時間）は、この液状媒体の粘度に正比例している。従って、この液状媒体の粘度を広範囲
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に変えることは、当該分野の技術範囲内に入るものの、従来、その粘度を高くすると、長
くなった切替時間を犠牲にして、画像安定性を高めるという点で、いかなる選択された粘
度も、必然的に妥協に相当していると思われていた。さらに、特に、所望のデータを見つ
けるのに、数「ページ」または数スクリーンの情報を移動する必要があり得るＰＤＡ表示
装置のような小さい表示装置の場合、ユーザーは、約１秒を相当に超える切替時間を許容
しない。（この表示装置に加えられる駆動電圧を高めることにより、その懸濁流体の粘度
が高くなるので、切替時間の増大を相殺することが可能であるが、これにより、それ自体
の一連の問題が生じる。この駆動電圧を高めると、必ず、各駆動パルスのエネルギー消費
が高くなり、これらの駆動パルスを制御するのに必要な電子回路の複雑性および価格が高
くなり得る。さらに、多くの電池駆動装置では、ある限界を上回って駆動電圧を高めるこ
とは、実用的ではない）。それゆえ、従来、ＰＤＡまたは類似の電気泳動表示装置で達成
できる最大画像安定性は、エネルギー節約の目的に望ましい値よりも相当に低い値に限定
されると思われていた。
【０００８】
　電気泳動表示装置で使用される懸濁流体に特定の重合体を加えると、その重合体の追加
により引き起こされる流体の粘度上昇により説明できるよりも高い画像安定性の向上が得
られることが、現在、発見された。従って、この懸濁流体中でこれらの重合体を使用する
と、その表示装置の切替時間を過度に長くすることなく、画像安定性を相当に高めること
が可能となる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　従って、本発明は、複数の粒子を含有する電気泳動媒体を提供し、該粒子は、懸濁流体
に懸濁され、該媒体に電場をかけると、該懸濁流体を通って移動できる。本発明の媒体は
、該流体が重合体を溶解または分散していることにより特徴付けられ、該重合体は、２０
，０００を超える数平均分子量を有し、該粒子に事実上非吸収性である。
【００１０】
　本発明の好ましい形態では、前記重合体は、２００，０００～１，６００，０００ｇ／
ｍｏｌｅの範囲の粘度平均分子量を有するポリイソブチレンであり、該ポリイソブチレン
は、前記懸濁流体の０．２５～２．５重量％を占める。
【００１１】
　本発明はまた、複数の粒子を含有する電気泳動媒体を提供し、該粒子は、懸濁流体に懸
濁され、該媒体に電場をかけると、該懸濁流体を通って移動できる。本発明のこの形態で
は、該懸濁流体は、その中で、重合体を溶解または分散し、該重合体は、該懸濁流体中で
固有粘度［η］を有し、そして該懸濁流体中でイオン性の基またはイオン化可能な基を事
実上含まず、そして該重合体は、０．５［η］－１～２．０［η］－１の濃度で該懸濁流
体中にて存在している。
　例えば、本発明は以下の項目を提供する。
（項目１）
　複数の粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）を含有する電気泳動媒体（１
００；２００；３００）であって、該粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）
は、懸濁流体（１０６；２０６；３０６）に懸濁され、該媒体（１００；２００；３００
）に電場をかけると、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）を通って、移動でき、該媒
体（１００；２００；３００）は、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）が重合体を溶
解または分散していることにより特徴付けられ、該重合体は、２０，０００を超える数平
均分子量を有し、該粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）に事実上非吸収性
である、電気泳動媒体。
（項目２）
　前記重合体が、１００，０００を超える数平均分子量および／または重量平均分子量を
有する、項目１に記載の電気泳動媒体。
（項目３）
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　前記重合体が、１５０，０００～３，０００，０００の範囲の数平均分子量を有する、
項目２に記載の電気泳動媒体。
（項目４）
　前記重合体が、３００，０００～３，０００，０００の範囲の重量平均分子量を有する
、項目２に記載の電気泳動媒体。
（項目５）
　前記重合体が、２より大きい多分散指数を有する、項目１～４のいずれか１項に記載の
電気泳動媒体。
（項目６）
　前記重合体が、炭化水素重合体であり、該炭化水素重合体が、前記懸濁流体中でイオン
性成分またはイオン化可能成分を供給できる官能基を事実上含まない、項目１～５のいず
れか１項に記載の電気泳動媒体。
（項目７）
　前記重合体が、ポリオレフィンまたはポリシロキサンである、項目６に記載の電気泳動
媒体。
（項目８）
　前記重合体が、ポリイソブチレンである、項目７に記載の電気泳動媒体。
（項目９）
　前記ポリイソブチレンが、２００，０００～１，６００，０００ｇ／ｍｏｌｅの範囲の
粘度平均分子量を有する、項目８に記載の電気泳動媒体。
（項目１０）
　前記懸濁流体が、単独で、またはハロゲン化炭化水素と混合して、脂肪族炭化水素であ
る、項目１～９のいずれか１項に記載の電気泳動媒体。
（項目１１）
　前記懸濁流体および前記重合体が、分子量に伴う固有粘度の変化の指数が０．５５～０
．８の範囲内に入るようにされる、項目１～１０のいずれか１項に記載の電気泳動媒体。
（項目１２）
　前記重合体が、前記懸濁流体の０．２５～２．５重量％の量で存在している、項目１～
１１のいずれか１項に記載の電気泳動媒体。
（項目１３）
　前記重合体が、前記懸濁流体の０．７５～２重量％の量で存在している、項目１２に記
載の電気泳動媒体。
（項目１４）
　複数の粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）を含有する電気泳動媒体（１
００；２００；３００）であって、該粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）
は、炭化水素懸濁流体（１０６；２０６；３０６）に懸濁され、該媒体（１００；２００
；３００）に電場をかけると、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）を通って、移動で
き、該媒体は、その中で、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）がポリイソブチレンを
溶解または分散していることにより特徴付けられ、該ポリイソブチレンは、２００，００
０～１，６００，０００ｇ／ｍｏｌｅの範囲の粘度平均分子量を有し、該ポリイソブチレ
ンは、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）の０．５～２．５重量％を占める、電気泳
動媒体。
（項目１５）
　複数の粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）を含有する電気泳動媒体（１
００；２００；３００）であって、該粒子（１０８；１０８、２１８；２１８、３２０）
は、炭化水素懸濁流体（１０６；２０６；３０６）に懸濁され、該媒体（１００；２００
；３００）に電場をかけると、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）を通って、移動で
き、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）は、その中で、重合体を溶解または分散し、
該重合体は、該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）中で固有粘度［η］を有し、該媒体
（１００；２００；３００）は、該重合体が該懸濁流体中でイオン性基またはイオン化可
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能基を事実上含まないこと、および該重合体が０．５［η］－１～２．０［η］－１の濃
度で該懸濁流体（１０６；２０６；３０６）中にて存在していることにより、特徴づけら
れる、電気泳動媒体。
（項目１６）
　カプセル化されており、前記懸濁流体および前記粒子が、複数のカプセル内で保持され
る、項目１～１５のいずれか１項に記載の電気泳動媒体。
（項目１７）
　２相型であり、前記懸濁流体および前記粒子が、非連続相を形成し、該非連続相が、複
数の小滴を有し、該小滴が、連続相が取り囲まれている、項目１～１５のいずれか１項に
記載の電気泳動媒体。
（項目１８）
　異なる電気泳動移動度を有する異なる２つの型の粒子を有する二重粒子型である、項目
１～１７のいずれか１項に記載の電気泳動媒体。
（項目１９）
　少なくとも１，０００秒の画像安定性を有する、項目１～１８のいずれか１項に記載の
電気泳動媒体。
（項目２０）
　少なくとも１０，０００秒の画像安定性を有する、項目１９に記載の電気泳動媒体。
（項目２１）
　電気泳動表示装置であって、該表示装置は、項目１～２０のいずれか１項に記載の電気
泳動媒体と、少なくとも１個の電極（１１０、１１２）とを有し、該電極は、該媒体に隣
接しており、そして該媒体に電場を加えることができる、表示装置。
（項目２２）
　前記電気泳動媒体の対向面に２個の電極（１１０、１１２）が配置され、該電極の少な
くとも１個が、実質的に透明であり、その結果、前記電気泳動媒体が、該実質的に透明な
電極を通って見ることができる、項目２５に記載の電気泳動表示装置。
　本発明の好ましい実施形態は、添付の図面を参照して、例としてのみ、ここに記述され
る。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１Ａ】図１Ａは、本発明の第一電気泳動表示装置の概略断面図であり、ここで、その
電気泳動媒体は、着色懸濁流体中で、単一型の粒子を含有する。
【図１Ｂ】図１Ｂは、本発明の第一電気泳動表示装置の概略断面図であり、ここで、その
電気泳動媒体は、着色懸濁流体中で、単一型の粒子を含有する。
【図２Ａ】図２Ａは、本発明の第二電気泳動表示装置の概略断面図であり、これは、図１
Ａのものとほぼ類似しており、ここで、その電気泳動媒体は、非着色懸濁流体中にて、２
種の異なる型の粒子（これらは、反対の極性の電荷を持っている）を含有する。
【図２Ｂ】図２Ｂは、本発明の第二電気泳動表示装置の概略断面図であり、これは、図１
Ｂのものとほぼ類似しており、ここで、その電気泳動媒体は、非着色懸濁流体中にて、２
種の異なる型の粒子（これらは、反対の極性の電荷を持っている）を含有する。
【図３Ａ】図３Ａは、本発明の第三電気泳動表示装置の概略断面図であり、これは、図２
Ａのものとほぼ類似しており、ここで、その電気泳動媒体は、非着色懸濁流体中にて、２
種の異なる型の粒子（これらは、同じ極性の電荷を持っているが電気泳動移動度が異なる
）を含有する。
【図３Ｂ】図３Ｂは、本発明の第三電気泳動表示装置の概略断面図であり、これは、図２
Ｂのものとほぼ類似しており、ここで、その電気泳動媒体は、非着色懸濁流体中にて、２
種の異なる型の粒子（これらは、同じ極性の電荷を持っているが電気泳動移動度が異なる
）を含有する。
【図４】図４は、上記実施例１で記述しているように、本発明の媒体で使用される好まし
い懸濁流体の、そこに加えた重合体の割合に伴う相対粘度の変化を示すグラフである。
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【図５】図５は、上記実施例１で記述しているように、本発明の好ましい第一媒体の、そ
こに加えた重合体の割合に伴う画像安定性の変化を示すグラフである。
【図６】図６は、図５と類似のグラフであるが、上記実施例２で記述しているように、本
発明の好ましい第二媒体の、その懸濁流体の相対粘度に伴う画像安定性の変化を示すグラ
フである。
【図７】図７は、上記実施例３で記述しているように、同じ粘度を有するが重合体を加え
ていない類似の媒体と比較した、本発明の好ましい第一媒体の白色状態の時間の経過に伴
う変化を示すグラフである。
【図８】図８は、上記実施例３で記述しているように、同じ粘度を有するが重合体を加え
ていない類似の媒体と比較した、本発明の好ましい第二媒体の白色状態の経時的変化を示
すグラフである。
【図９】図９は、上記実施例４で記述しているように、本発明の好ましい第一媒体の白色
状態、黒色状態および灰色状態の経時的変化を示すグラフである。
【図１０】図１０は、上記実施例５で記述しているように、温度を変えたときの、本発明
の好ましい第一媒体の白色状態および黒色状態の経時的変化を示すグラフである。
【図１１】図１１は、上記実施例６で記述しているように、重合体の粘度平均分子量に伴
う、その重合体を含有する懸濁流体の固有粘度の変化を示すグラフである。
【図１２】図１２は、上記実施例６で記述しているように、重合体の粘度平均分子量に伴
う、その重合体を含有する電気泳動媒体の開始相対粘度の変化を示すグラフである。
【図１３】図１３は、上記実施例６で記述しているように、懸濁流体の相対粘度に伴う、
重合体を含有する電気泳動媒体の画像安定性の変化を示すグラフである。
【図１４】図１４は、上記実施例６で記述しているように、重合体の粘度平均分子量に伴
う、少なくとも４００秒の画像安定性を達成するのに必要な相対粘度の変化を示すグラフ
である。
【図１５】図１５は、上記実施例７で記述しているように、重合体の粘度平均分子量に伴
う、重合体を含有する電気泳動媒体の固有粘度で正規化した高い画像安定性の開始濃度の
変化を示すグラフである。
【図１６】図１６は、上記実施例７で記述しているように、重合体の重量平均分子量に伴
う、少なくとも４００秒の画像安定性を達成するのに必要な相対粘度の変化を示すグラフ
である。
【図１７】図１７は、上記実施例８で記述しているように、重合体の粘度平均分子量に伴
う、重合体を含有する懸濁流体の固有粘度の変化を示すグラフである。
【図１８】図１８は、上記実施例８で記述しているように、懸濁流体のハロゲン化炭化水
素含量に伴う、重合体を含有する電気泳動媒体の白色状態画像安定性の変化を示すグラフ
である。
【図１９】図１９は、上記実施例９で記述しているように、本発明の電気泳動媒体の種々
の光学状態の長期画像安定性を示すグラフである。
【図２０】図２０は、上記実施例１０で記述しているように、本発明の電気泳動媒体の種
々の光学状態の長期画像安定性に対する温度の効果を示すグラフである。
【図２１】図２１は、上記実施例１１で記述しているように、本発明の電気泳動媒体の低
電場に対する非線形応答を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　既に述べたように、本発明は、懸濁流体に懸濁されている複数の粒子を含有する電気泳
動媒体を提供する。該粒子は、懸濁流体に懸濁され、該媒体に電場をかけると、該懸濁流
体を通って移動できる。該流体は、溶解および／または分散した重合体を含有し、該重合
体は、約２０，０００を超える数平均分子量を有し、この重合体は、該粒子に事実上非吸
収性である。
【００１４】
　本発明の電気泳動媒体は、前記Ｅ　ＩｎｋおよびＭＩＴの特許および特許出願で記述さ
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れた種類のいずれかであり得、このような媒体の好ましい実施形態は、今ここで、添付の
図面の図１～３を参照して、記述されている。
【００１５】
　本発明の第一電気泳動表示装置（これは、一般に、１００と命名されている）は、図１
Ａおよび１Ｂで示されているが、カプセル化電気泳動媒体（これは、一般に、１０２で示
されている）を含み、これは、複数のカプセル１０４（その１個だけが図１Ａ～１Ｃで示
されている）を含有し、その各々は、懸濁流体１０６を含有し、その中に、複数の単一型
粒子１０８が分散され、これらは、例示の目的のために、黒色を帯びている。粒子１０８
は、電気泳動的に移動性であり、カーボンブラックから形成され得る。以下の説明におい
て、粒子１０８は、正に荷電されていると想定されるが、もちろん、もし望ましいなら、
負に荷電した粒子もまた、使用できる。（粒子１０８の三角形、ならびに以下で述べる他
の粒子の正方形および円形は、添付の図面において、種々の型の粒子が容易に区別できる
ように、例示するためのみに使用されており、決して、実際の粒子の物理的形状（これら
は、実質的に球形である）には対応していない。しかしながら、本発明者らは、本発明の
表示装置において、非球形粒子の使用を除外しない）。
【００１６】
　表示装置１００は、さらに、共通透明前部電極１１０（これは、そこを通して観察者が
表示装置１００を見る視界面を形成する）および複数の不連続な後部電極１１２（その各
々は、表示装置１００の１個の画素を規定するが、図１Ａおよび１Ｂでは、１個の後部電
極１１２だけが示されている）を含む。説明および理解をし易くするために、図１Ａおよ
び１Ｂは、後部電極１１２で規定される画素を形成する単一マイクロカプセルだけを示し
ているが、実際には、各画素に対して、通常、多数の（２０個またはそれ以上）のマイク
ロカプセルが使用される。後部電極１１２は、基板１１４上に取り付けられる。
【００１７】
　図１Ａで示した位置で後部電極１１２に隣接して横たわっている粒子１０８が前部電極
１１０を経由して表示装置１００を見ている観察者には見えないように、懸濁流体１０６
は、着色されている。懸濁流体１０６で必要な色は、この流体に染料を溶解させることに
より、付けられ得る。着色した懸濁流体１０６および粒子１０８は、電気泳動媒体１０２
を不透明にするので、後部電極１１２および基板１１４は、不透明電気泳動媒体１０２を
介して見えないので、透明であり得るか、または不透明であり得る。
【００１８】
　カプセル１０４および粒子１０８は、広範囲の大きさで作製できる。しかしながら、一
般に、これらのカプセルの厚さ（これは、これらの電極に垂直に測定される）は、約１０
～５００μｍの範囲であるのが好ましいものの、粒子１０８は、典型的には、約０．２５
～約２μｍの範囲の直径を有する。
【００１９】
　図１Ａは、負に荷電されている後部電極１１２および正に荷電されている前部電極１１
０を備えた表示装置１００を示している。この条件下では、正に荷電された粒子１０８は
、負に荷電された電極１１２に引き付けられ、それゆえ、後部電極１１２に隣接して横た
わり、この場合、それらは、着色液体１０６により、前部電極１１０を介して表示装置１
００を見ている観察者から隠される。従って、図１Ａで示した画素は、観察者に対して、
液体１０６の色（これは、例示の目的のために、白色を呈する）を表示する。（表示装置
１００は、図１Ａおよび１Ｂでは、底部に後部電極１１２を備えて図示されているものの
、実際には、前部電極および後部電極の両方は、典型的には、表示装置１００が最大に見
えるように垂直に配置される。本明細書中で記述した本発明の特定の実施形態のいずれも
、決して、それらの粒子の移動を制御するのに、重力に頼っていない；重力下でのこのよ
うな移動は、実際、遅すぎて、粒子の移動を制御するのに有用ではない）。
【００２０】
　図１Ｂは、前部電極１１０が後部電極１１２に対して負に荷電されている、表示装置１
００を示す。粒子１０８は、正に荷電されているので、負に荷電された前部電極１１０に
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引き付けられ、それにより、粒子１０８は、前部電極１１０に隣接して移動し、その画素
は、粒子１０８の黒色を示す。
【００２１】
　図１Ａおよび１Ｂでは、カプセル１０４は、実質的に角柱形状であるように図示されて
おり、これは、その高さ（これらの電極の平面に垂直）よりも著しく大きい幅（これは、
それらの平面に平行である）を有する。このカプセル１０４の角柱形状は、意図的になさ
れている。もし、カプセル１０４が、事実上、球形であるなら、図１Ｂで示した黒色状態
では、粒子１０８は、そのカプセルの中心の真上にある中央の限られた領域で、このカプ
セルの最も高い部分に集まる傾向にある。この場合、観察者に見える色は、事実上、この
中心黒色領域と白色環帯（これは、この中心領域を取り囲み、ここでは、白色液体１０６
が見える）との平均である。それゆえ、この黒色と推定される領域でも、観察者には、純
粋な黒色ではなく灰色がかった色が見え、その画素の２つの極端な光学状態間のコントラ
ストは、それに対応して、限定される。対照的に、図１Ａおよび１Ｂで示した角柱形状の
マイクロカプセルを備えていると、粒子１０８は、事実上、そのカプセルの全断面を覆い
、白色液体は、全く見えないか、少なくとも非常に僅かしか見えず、このカプセルの極端
な光学状態の間のコントラストが高められる。この点に関する、また、その電気泳動層内
のカプセルの密集を得ることが望ましいことに関する、さらなる議論については、読者は
、前記米国特許第６，０６７，１８５号およびそれに対応している公開された国際出願Ｗ
Ｏ９９／１０７６７を参照せよ。また、前記Ｅ　ＩｎｋおよびＭＩＴの特許および特許出
願で記述されているように、その電気泳動媒体に機械的な完全性を与えるために、これら
のマイクロカプセルは、通常、固形結合剤内に包埋されるが、この結合剤は、説明を簡単
にするために、図１～３では、省略されている。
【００２２】
　図２Ａおよび２Ｂで示した本発明の第二の電気泳動表示装置（これは、一般に、２００
で示されている）は、カプセル化した電気泳動媒体（これは、一般に、２０２で示されて
いる）を含み、これは、複数のカプセル２０４を含み、それらの各々は、懸濁流体２０６
を含有し、その中に、複数の正に荷電した黒色粒子１０８（これは、上で述べた第一表示
装置１００に関して述べたものと同じである）が分散されている。表示装置２００は、さ
らに、前部電極１１０、後部電極１１２および基板１１４を含み、これらの全ては、第一
表示装置１００の対応する整数と同じである。しかしながら、黒色粒子１０８に加えて、
液体２０６中には、複数の負に荷電された粒子２１８（これらは、本発明の目的のために
、白色を呈する）が懸濁されている。
【００２３】
　典型的には、液体２０６は、着色されていない（すなわち、事実上、透明である）もの
の、そこには、この表示装置の種々の状態の光学特性を調整するために、何らかの色が存
在し得る。図２Ａは、図示した画素の後部電極１１２に対して、正に荷電した前部電極１
１０を備えた表示装置２００を示している。正に荷電した粒子１０８は、後部電極１１２
と静電的に隣接して保持されているのに対して、負に荷電した粒子２１８は、前部電極１
１０に接して静電的に保持されている。従って、前部電極１１０を介して表示装置２００
を見ている観察者は、白色粒子２１８が見えて黒色粒子１０８が隠れるので、白色画素を
見る。
【００２４】
　図２Ｂは、図示した画素の後部電極１１２に対して負に荷電した前部電極１１０を備え
た表示装置２００を示す。図１Ｂで示した対応している光学状態では、正に荷電した粒子
１０８は、今ここでは、負に荷電した電極１１０に引き付けられるのに対して、負に荷電
した粒子２１８は、正の後部電極１１２に静電的に引き付けられる。従って、粒子１０８
は、前部電極１１０に隣接して移動し、その画素は、粒子１０８の黒色を表示し、これは
、白色粒子２１８を隠す。
【００２５】
　図３Ａおよび３Ｂで示した本発明の第三の電気泳動表示装置（これは、一般に、３００
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で示されている）は、カプセル化した電気泳動媒体（これは、一般に、３０２で示されて
いる）を含み、これは、複数のカプセル３０４を含む。表示装置３００は、さらに、前部
電極１１０、後部電極１１２および基板１１４を含み、これらの全ては、先に記述した表
示装置１００および２００の対応する整数と同じである。表示装置３００は、液体３０６
が着色されていない点、およびその中に白色の負に荷電した粒子２１８が懸濁されている
点で、表示装置２００と似ている。しかしながら、表示装置３００は、正に荷電した赤色
粒子３２０（これらは、白色粒子２１８よりも電気泳動移動度が相当に低い）が存在して
いることにより、表示装置２００とは異なる。
【００２６】
　図３Ａは、図示した画素の後部電極１１２に対して、正に荷電した前部電極１１０を備
えた表示装置３００を示している。負に荷電した白色粒子２１８および負に荷電した赤色
粒子３２０の両方は、前部電極１１０に引き付けられるが、白色粒子２１８は、実質的に
電気泳動移動度が高いので、それらは、最初に、前部電極１１０に到達する（図３Ａで示
した光学状態は、通常、図３Ｂで示した光学状態にある電極の極性を急激に逆にすること
により発生し、それにより、白色粒子２１８および赤色粒子３２０の両方にカプセル３０
４の厚さを強制的に横断させ、それにより、白色粒子２１８の高い移動度により、それら
の位置が、赤色粒子３２０の前の前部電極１１０に隣接した位置に到達できるようになる
ことに注目せよ）。それゆえ、白色粒子２１８は、前部電極１１０にすぐ隣接して連続層
を形成し、それにより、赤色粒子３２０を隠す。従って、前部電極１１０を介して表示装
置３００を見ている観察者は、白色粒子２１８が見えて赤色粒子３２０を隠すので、白色
画素を見る。
【００２７】
　図３Ｂは、図示した画素の後部電極１１２に対して、負に荷電した前部電極１１０を備
えた表示装置３００を示している。負に荷電した白色粒子２１８および負に荷電した赤色
粒子３２０の両方は、後部電極１１２に引き付けられるが、白色粒子は、電気泳動移動度
が高いので、図３Ａで示した光学状態で電極の極性を逆にすることにより、図３Ｂで示し
た光学状態が生じるとき、白色粒子２１８は、赤色粒子３２０よりも迅速に後部電極１１
２に到達し、この結果、粒子２１８は、電極１１２に隣接した連続層を形成し、前部電極
１１０に面した赤色粒子３２０の連続層が残る。従って、前部電極１１０を介して表示装
置３００を見ている観察者は、赤色粒子３２０が見えて白色粒子２１８を隠すので、赤色
画素を見る。
【００２８】
　本発明は、図１～３で示したカプセル化電気泳動媒体の形状のいずれかに適用され得る
。しかしながら、本発明は、カプセル化電気泳動媒体には制限されず、非カプセル化媒体
および重合体分散電気泳動媒体（これらは、先に記述したように、２相型である）にも適
用され得、その懸濁流体および粒子は、非連続相（これは、複数の小滴を含み、これらの
小滴は、連続相で取り囲まれている）を形成する。このような重合体分散電気泳動媒体で
は、これらの小滴は、望ましくは、少なくとも約４０容量％の全ての電気泳動媒体を含有
する；前記係属中の出願第０９／６８３，９０３号を参照。
【００２９】
　本発明の媒体で使用される重合体は、ある種の従来技術の電気泳動媒体で電荷制御剤と
して使用されている特定の低分子量重合体とは非常に異なる。このような電荷制御剤は、
重合体ベースであるとき（それらの全てがそうではないが）、通常、せいぜい数千の分子
量を有し、さらに重要なことには、それらを電気泳動粒子上に吸収させる官能基を有しな
ければならない。なぜなら、それらが、これらの粒子上の電荷を制御する機能を発揮でき
るのは、このような吸収によってのみであるからである。
【００３０】
　この重合体が実質的に電気泳動粒子上に吸収されないことを保証するために、その懸濁
流体と化学的に非常に適合して溶解性が高い重合体を選択することが望ましい。この重合
体および懸濁流体の組合せは、望ましくは、その流体が室温で重合体に対してシータ溶媒
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であるようにされるべきである。画像安定性が高い温度範囲を広げるために、その流体が
画像安定性重合体に対して、少なくとも中程度に良好であれば、これは最適である。適切
な重合体／流体の組合せを選択する１方法には、その重合体の分子量に対して、この組合
せの固有粘度をプロットすることとにある；望ましい組合せには、この分子量のｌｏｇに
対して、この固有粘度のｌｏｇの最適な線形適合の勾配が、少なくとも０．５、望ましく
は、約０．５５～約０．８の範囲であるものがある。
【００３１】
　典型的には、電気泳動分析で使用される懸濁流体は、脂肪族炭化水素（単独で、または
ハロゲン化炭化水素と組み合わせて）であり、このような流体を使うと、この重合体は、
官能基（例えば、イオン化可能置換基またはイオン性置換基）（これらは、この重合体を
電気泳動粒子上の化学部位と相互作用させ得るか、これらの電気泳動粒子の表面と物理的
に吸着させ得る）を事実上含まない炭化水素重合体であることが好ましい。例えば、相当
な割合の芳香族基が存在していると、この懸濁流体が脂肪族炭化水素およびハロゲン化炭
化水素の等重量部混合物であるとき、これらの電気泳動粒子上への重合体の溶解または吸
着が乏しくなると思われ、その結果、この懸濁流体については、相当な割合のポリスチレ
ン繰り返し単位を含有する炭化水素共重合体は、このような電気泳動媒体では、使用する
べきではない。脂肪族炭化水素／ハロゲン化炭化水素懸濁流体を有する電気泳動媒体につ
いては、その重合体は、好ましくは、ポリオレフィン、ポリイソブチレン（ポリ－２－メ
チルプロパン）（これは、現在、好ましい重合体である）であるものの、種々の他の種類
の重合体（例えば、ポリシロキサン、特に、ポリジメチルシロキサン）もまた、使用され
得る。ポリイソブチレンは、本発明で使用するのに適切な分子量範囲で市販されており、
安価で、高温で安定であり、酸化に耐性があり、そして簡単に反応する成分もイオン化可
能成分も含有しない。既に述べたように、イオン性成分またはイオン化可能成分は、この
ような成分が懸濁流体に放出されると、これらの電気泳動粒子の電荷（それゆえ、それら
の電気泳動移動度）の変化を引き起こして望ましくないので、この重合体中では、望まく
ない。このポリイソブチレンは、望ましくは、１００，０００を超える数平均分子量、好
ましくは、約１５０，０００～約３，０００，０００の数平均分子量、および１００，０
００を超える重量平均分子量、好ましくは、約３００，０００～約３，０００，０００の
重量平均分子量を有する；他の重合体では、類似の分子量範囲が使用され得る。これらの
分子量範囲に入るポリイソブチレンは、例えば、１８１４５－５および１８１４６－３の
カタログ番号で、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ，Ｉｎｃ．（Ｐ．Ｏ．Ｂｏｘ　２０６０，
Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ　ＷＩ　５３２０１）から市販されている。このポリイソブチレンは
また、望ましくは、約２００，０００～１，６００，０００ｇ／ｍｏｌｅの粘度平均分子
量を有する。
【００３２】
　任意の特定の系で安定性を生じる重合体の最適な量は、実験的に容易に決定できる。以
下の実施例で示すように、重合体の最適な量は、必要な画像安定性の程度、その重合体の
分子量、および許容できる媒体の最大切替時間と共に、かなり複雑な様式で、変わる。し
かしながら、一般的な指針によって、少なくとも、上記の好ましいポリイソブチレンの場
合、この重合体は、この懸濁流体の約０．２５～約２．５重量％の量、好ましくは、約０
．７５～約２重量％の量で加えるのが望ましいと述べられている。約０．２５重量％未満
では、その重合体の分子量に依存して、この重合体は、この懸濁流体の粘度上昇に帰因す
るもの以外は、画像安定性が殆どまたは全く向上しないのに対して、約２．５重量％より
高い重合体濃度では、粘度上昇を引き起こし、これにより、切替時間が許容できなくなり
得る。
【００３３】
　本発明は、その媒体の切替時間を約２～４倍だけ長くしつつ、電気泳動媒体の安定性を
数桁で向上させることができる。以下の実施例で示すように、本発明の好ましい媒体は、
少なくとも約１，０００秒、ある場合には、少なくとも約１０，０００秒またはそれより
ずっと高い画像安定性を達成できるのに対して、この重合体を加えない類似の媒体は、１
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０秒程度の画像安定性しか達成できない。（本明細書中での画像安定性の言及は、全て、
以下の実施例１で記述しているように、光学状態のＬ＊が２単位だけ変わるのに必要な時
間で測定される時間である）。
【００３４】
　むしろ、驚くべきことに、以下の実施例で説明されているように、本発明に従って懸濁
流体に重合体を加えると、この媒体の２つの極端な光学状態（例えば、黒色および白色）
だけでなく、中間の灰色の光学状態も安定化することが発見された；電気泳動表示装置の
技術の当業者に周知であるように、このような灰色状態は、その媒体を１つの極端な光学
状態から他のものへと駆動するのに必要なパルスと比較して、この媒体を、長さおよび／
または電圧を減らした電気パルスにかけることにより、発生できる。本発明が灰色状態を
安定化するこの性能は、小さい表示装置（例えば、ＰＤＡで使用されるもの）で灰色スケ
ールできる電気泳動表示装置を使用することが望ましいので、重要であり、この場合、こ
の表示装置での画素が限られていることから、灰色スケールを達成するエリアル変調（「
半チューニング」）は、実用的ではなくなる。
【００３５】
　本発明により達成される改良された画像安定性は、少なくとも、以下の実施例で試験し
た媒体の作用温度範囲内で、温度により著しく影響されない。電気泳動媒体の光学状態は
、温度と共に変わるものの、光学状態の変化直後の媒体の初期状態が持続する期間は、以
下の実施例５で示すように、それ自体、その温度によって著しく影響されない。
【００３６】
　本発明の電気泳動媒体は、任意の公知の種類の電気泳動表示装置に組み込まれ得、これ
には、前記Ｅ　ＩｎｋおよびＭＩＴの特許および公開された出願で記述された種類の表示
装置のいずれかが挙げられる。本発明は、本発明の電気泳動媒体と少なくとも１個の電極
（これは、この媒体と隣接して配置され、そして媒体に電場を加えることができる）とを
含有する電気泳動表示装置を提供する。このような表示装置は、スタイラス装置または類
似の装置（これは、その上に書き込むために、この媒体を横切って移動できる）の形状で
、第二電極を有し得る。本発明の電気泳動表示装置の１形状では、その電気泳動媒体の対
向面に２個の電極が配置され、該電極の少なくとも１個は、実質的に透明であり、その結
果、該電気泳動媒体は、該実質的に透明な電極を通って見ることができる。既に述べたよ
うに、本発明の電気泳動媒体がカプセル化されるとき、典型的には、これらのカプセルは
、固形結合剤内で保持され、この表示装置の一方または両方の電極は、任意の好都合な方
法（例えば、ホットラミネーション）により、この結合剤に固定され得る。
【００３７】
　さて、本発明の電気泳動媒体および表示装置で使用される特に好ましい試薬、条件およ
び技術の詳細を明らかにするために、例としてのみ、以下の実施例を示す。
【００３８】
　以下の実施例は、本発明の３種の異なる好ましい媒体を使用し、便宜上、これらの好ま
しい媒体を、以下、それぞれ、「媒体Ａ」、「媒体Ｂ」および「媒体Ｃ」と呼ぶ。これら
の媒体は、着色していない懸濁流体と共に、重合体被覆したチタニア白色粒子および重合
体被覆した黒色粒子を使用して、カプセル化した二重粒子型の全てであるが、下記の方法
により調製した。媒体ＡおよびＢで使用される懸濁媒体は、炭化水素（Ｉｓｏｐａｒ－Ｇ
；これは、Ｅｘｘｏｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｈｏｕｓｔｏｎ，Ｔｅｘａｓ）から市
販されている；「Ｉｓｏｐａｒ」は、登録商標である）およびハロゲン化炭化水素油（ハ
ロゲン化炭化水素油１．８；これは、Ｈａｌｏｇｅｎａｔｅｄ　Ｈｙｄｒｏｃａｒｂｏｎ
　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｒｉｖｅｒ　Ｅｄｇｅ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒ
ｓｅｙ）－これは、以下、「Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ」として、簡単に呼ぶ）の混合物であ
り、これは、分散剤（Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　１７０００；これは、Ａｖｅｃｉａ　Ｌｔｄ
．（Ｂｌａｃｋｌｅｙ，Ｍａｎｃｈｅｓｔｅｒ，Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ）から市
販されている；「Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ」は、登録商標である）を含有する。媒体Ｃは、こ
の懸濁流体中にて、Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎを使用しない。
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【００３９】
　　（媒体Ａ内相の調製）
　カプセル化の準備が出来た媒体Ａ内相１０８４．６ｇを製造するために、重合体被覆チ
タニア４０．４ｇを、充填剤（Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　１７０００）４．１ｇ、界面活性剤
（Ｓｐａｎ　８５）４．１ｇおよび１：１（ｗ／ｗ）のＩｓｏｐａｒ／Ｈａｌｏｃａｒｂ
ｏｎ溶媒１２３ｇと混ぜ合わせることにより、媒体Ａ前駆体５４２．３ｇを調製した。こ
の分散体を一晩混合し、次いで、約１～２時間にわたって、超音波処理した。別のジャー
にて、重合体被覆したカーボンブラック１．７ｇを、１：１（ｗ／ｗ）のＩｓｏｐａｒ／
Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ溶媒１２３ｇと混ぜ合わせた；また、この分散体を一晩攪拌し、次
いで、１～２時間超音波処理した。次いで、このチタニアおよびカーボンブラック分散体
を合わせ、そして１：１（ｗ／ｗ）のＩｓｏｐａｒ／Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ溶媒２４６ｇ
で希釈した。媒体Ａ前駆体を等質量の１：１（ｗ／ｗ）のＩｓｏｐａｒ／Ｈａｌｏｃａｒ
ｂｏｎ溶媒で希釈することにより、媒体Ａ内相を調製した。ポリイソブチレンを含有する
媒体では、下記のように、その最終希釈溶媒を、適切な濃度のポリイソブチレンを使って
、調製した。Ｉｓｏｐａｒ　Ｖを含有する媒体では、Ｉｓｏｐａｒ　ＧをＩｓｏｐａｒ　
Ｖで置き換えて、上で規定した手順に従った。
【００４０】
　　（媒体Ｂ内相の調製）
　カプセル化の準備が出来た媒体Ａ内相１０００ｇを製造するために、チタニア１２０ｇ
およびカーボンブラック９ｇを、別々に、重合体被覆した。重合体被覆したチタニアを、
その自体の重量の３．０％の分散剤と混合し、そして１：１（ｗ／ｗ）のＩｓｏｐａｒ／
Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ混合物の３０％（ｗ／ｗ）ストック溶液を構成した。重合体被覆し
たカーボンブラックは、同様に、マイクロフリューダイザーを使用して、約５％（ｗ／ｗ
）のストック溶液に構成した。得られた２種のストック溶液を、十分な追加１：１（ｗ／
ｗ）Ｉｓｏｐａｒ／Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ混合物と混ぜ合わせて、その混合物１０００ｇ
を作製し、これを、よく振盪して、そのカプセル化プロセスで使用する前に、少なくとも
２４時間、ロールミルで保存した。（ポリイソシアネートまたはＩｓｏｐａｒ　Ｖを含有
する媒体では、下記のように、この混合段階にて、この重合体を付加するか、Ｉｓｏｐａ
ｒ　ＧをＩｓｏｐａｒ　Ｖで置き換えた）。
【００４１】
　　（内相ＡおよびＢのカプセル化、および表示装置の作製）
　そのように調製した内相をカプセル化するために、４Ｌの反応器にて、４０℃で、攪拌
しつつ、ゼラチン（２２．５ｇ）を脱イオン水（１３１１．２ｇ）に溶解したが、その溶
液の表面で泡が発生しないように注意を払った。別に、アカシア（１６．７ｇ；これは、
Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈから入手できる）を脱イオン水（３２７．８ｇ）に溶解し、
得られた溶液を４０℃まで加熱した。また、別に、上記内相（５８０ｇ）を４０℃まで加
熱し、次いで、約１５分間にわたって、このゼラチン溶液に加えた；そのゼラチン溶液は
、この添加中に攪拌したが、その添加は、この内相を滴下漏斗（その出口は、ゼラチン溶
液の表面より下に設置した）を通って導入することにより、行った。その内相の添加を完
了した後、その攪拌速度を高め、この内相を小滴（これは、媒体Ａについて約２００μｍ
の直径を有し、また、媒体Ｂについて約８０μｍの直径を有する）に乳化するために、攪
拌を、４０℃で、３０分間継続した。
【００４２】
　次いで、このアカシア溶液を、約１分間にわたって加えたが、発泡を避けるように注意
を払った。その混合物のｐＨは、１０％酢酸水溶液を使用して、約４．９まで低下させ、
同じ温度で、激しい攪拌をさらに４０分間継続した。この混合物の温度を、引き続いて激
しく攪拌しつつ、２時間にわたって、１０℃まで低下させ、グルタルアルデヒド（８．３
５ｇ）を加えた。この添加後、この混合物を徐々に２５℃まで暖め、さらに１２時間にわ
たって、激しく攪拌した。最後に、攪拌を止め、その混合物を、１０～１５分間にわたっ
て沈降させ、その間、その液体の上部にて、約２５～５０ｍｍの泡状混合物を分離した。
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【００４３】
　次いで、その液相を除去して、この泡状混合物を反応器に残し、この液相内のカプセル
を、脱イオン水中で沈降し再分散することにより、３回洗浄した。媒体Ａのカプセルを大
きさで分離して、１００μｍと３００μｍの間の直径（約２００μｍの平均直径）の分布
を得た。媒体Ｂのカプセルを大きさで分離して、５０μｍと１２０μｍの間の直径（７０
～８０μｍの平均直径）の分布を得た；このような分布は、これらのカプセルを９０秒間
にわたって６３μｍの篩いにかけ、次いで、３０秒間にわたって３８μｍの篩いにかけて
行うことができ、最終カプセルスラリーが生成する。
【００４４】
　得られたスラリーを遠心分離し、次いで、結合剤１重量部：カプセル９重量部の比で、
ウレタン結合剤（ＮｅｏＲｅｚ　Ｒ－９３２０；ＮｅｏＲｅｓｉｎｓ（７３０　Ｍａｉｎ
　Ｓｔｒｅｅｔ，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ　ＭＡ　０１８８７）製；「ＮｅｏＲｅｚ」は、
登録商標である）水溶液と混合し、スロット被覆添加剤として、ヒドロキシプロピルメチ
ルセルロース０．３重量％を加えた。得られた混合物を、１２５μｍ厚のインジウム－酸
化スズ被覆したポリエステルフィルム（これは、そのスロット被覆ヘッドに対して、１ｍ
／ｓｅｃで移動している）にスロット被覆した。被覆したフィルムを１０分間空気乾燥し
、次いで、５０℃で、１５分間乾燥して、約５０μｍ厚の電気泳動媒体（これは、事実上
、単一層のカプセルを含む）を作製した（前記公開国際特許ＷＯ００／２０９２２を参照
）。
【００４５】
　次いで、そのように調製した電気泳動媒体の特性を調べるのに使用できる電気泳動表示
装置を提供するために、その被覆フィルムのカプセル被覆面を、１３ミル（３３０μｍ）
間隙設定を備えたドクターブレードを使用して、前記ＮｅｏＲｅｚ　Ｒ－９３２０でオー
バーコートし（この結合剤は、そのカプセル被覆面を平面化すると共に積層接着剤として
も働く）、オーバーコートしたフィルムを、５０℃で、２０分間乾燥した。次いで、乾燥
したフィルムを第二ポリエステルフィルム（これは、この電気泳動媒体に面する側で、イ
ンジウム－酸化スズで被覆した）に熱積層して、最終電気泳動表示装置または画素を製造
した。
【００４６】
　　（媒体Ｃ内相の調製）
　カプセル化の準備が出来ている媒体Ｃ内相１０６４ｇを作製するために、重合体被覆チ
タニア４０６．８ｇをＩｓｏｐａｒ溶媒２７１．２ｇと混ぜ合わせることにより、第一媒
体Ｃ前駆体６７８グラムを調製した。この分散体を一晩混合し、次いで、約１～２時間に
わたって、超音波処理した。別のジャーで、重合体被覆カーボンブラック１６．７グラム
をＩｓｏｐａｔ溶媒６７．０グラムと混ぜ合わせた；次いで、この分散体を、高剪断分散
した。次いで、このチタニアおよびカーボンブラックの分散体を混ぜ合わせ、そしてＩｓ
ｏｐａｒ溶媒１９４．９ｇ、Ｉｓｏｐａｒ溶媒中の充填剤（Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　１７０
００）の１０重量％溶液４８．８ｇ、界面活性剤（Ｓｐａｎ８５）５．２ｇ、およびＩｓ
ｏｐａｒ溶媒中の必要量の重合体で希釈した。得られた媒体Ｃ内相を、カプセル化前に、
一晩混合した。
【００４７】
　　（内相Ｃのカプセル化、および表示装置の作製）
　そのように調製した内相をカプセル化するために、４Ｌの反応器にて、４０℃で、攪拌
しつつ、ゼラチン（６６．７ｇ）を脱イオン水（２６２２．２ｇ）に溶解したが、その溶
液の表面で泡が発生しないように注意を払った。別に、アカシア（６６．７ｇ；これは、
Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈから入手できる）を脱イオン水（６５５．６ｇ）に溶解し、
得られた溶液を４０℃まで加熱した。また、別に、上記内相（１０６０ｇ）を４０℃まで
加熱し、次いで、約１５分間にわたって、このゼラチン溶液に加えた；そのゼラチン溶液
は、この添加中に攪拌したが、その添加は、この内相を滴下漏斗（その出口は、ゼラチン
溶液の表面より下に設置した）を通って導入することにより、行った。その内相の添加を
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完了した後、その攪拌速度を高め、この内相を小滴（これは、約４０μｍの直径を有する
）に乳化するために、攪拌を、４０℃で、６０分間継続した。
【００４８】
　次いで、このアカシア溶液を、約１分間にわたって加えたが、発泡を避けるように注意
を払った。その混合物のｐＨは、１０％酢酸水溶液を使用して、約４．９まで低下させ、
同じ温度で、激しい攪拌をさらに４０分間継続した。この混合物の温度を、引き続いて激
しく攪拌しつつ、２時間にわたって、１０℃まで低下させ、グルタルアルデヒドの５０重
量％溶液（１６．７ｇ）を加えた。この添加後、この混合物を徐々に２５℃まで暖め、さ
らに１２時間にわたって、激しく攪拌した。
【００４９】
　次いで、その液相を除去して、この液相内のカプセルを、脱イオン水中で沈降し再分散
することにより、１回洗浄した。これらのカプセルを大きさで分離して、２０μｍと６０
μｍの間の直径（約４０μｍの平均直径）の分布を得た。このような分布は、これらのカ
プセルを９０秒間にわたって３８μｍの篩いにかけ、次いで、９０秒間にわたって２５μ
ｍの篩いにかけて行うことができ、最終カプセルスラリーが生成する。
【００５０】
　得られたカプセルスラリーを、１重量％水酸化アンモニウム水溶液で、ｐＨ８に調整し
た。カプセルを遠心分離で濃縮し、次いで、結合剤１重量部：カプセル８重量部の比で、
ウレタン結合剤水溶液で濃縮した。得られた混合物を、１２５μｍ厚のインジウム－酸化
スズ被覆したポリエステルフィルムにバー被覆して、被覆したフィルムを１時間空気乾燥
させた後、約２０μｍ厚の電気泳動媒体（これは、事実上、単一層のカプセルを含む）を
作製した。
【００５１】
　スロット－ダイスコーターを使用して、ポリエチレンテレフタレート剥離シート上に、
ポリウレタン接着剤を被覆した。この被覆剥離シートを６５℃のオーブンに移し、そして
１０分間乾燥した。被覆中にて、このスロットを通る流速および被覆ヘッド速度を調整し
て、乾燥したときに１５μｍ厚の接着剤フィルムを得た。次いで、この被覆剥離シートを
、Ｗｅｓｔｅｒｎ　Ｍａｇｎｕｍロールラミネーターを使用して、マイクロカプセル化ポ
リエステルフィルムに積層した；乾燥した剥離シートをマイクロカプセル層の上部に置き
、そして５０ＰＳＩ（０．４６ｍＰａ）で、上部ロールを３００°Ｆ（１４９℃）にし下
部ロールを２７５°Ｆ（１３５℃）にして、０．７ｆｔ／分（３．５ｍｍ／秒）の線速度
で、このラミネーターのニップで積層した。次いで、得られた積層体を冷却し、冷却した
積層体から適切なサイズの断片を切り取ることにより、単一画素表示装置を作製し、その
剥離シートを除去し、このフィルムを、その接着面を下にして、後部電極上に置き、前と
同じ条件を使用して、このラミネーターに通した。
【実施例】
【００５２】
　　（実施例１）
　本実施例は、媒体Ａ中の懸濁流体にＰＩＢを加えると、ＰＩＢ添加により引き起こされ
る粘度上昇に帰因するものよりも高い画像安定性の上昇が得られることを説明している。
【００５３】
　一連の予備実験を行って、媒体ＡおよびＢで使用した１：１（ｗ／ｗ）のＩｓｏｐａｒ
／Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ混合物の粘度に対する効果を決定した。この混合物それ自体は、
２５℃で、約０．００２１Ｐａ秒の粘度を有することが分かり、媒体ＡおよびＢで使用し
た顔料を添加すると、この粘度が僅かに上昇した。
【００５４】
　添付の図４は、この溶液中のＰＩＢの重量割合（χＰＩＢ）に伴う相対粘度（ηｒｅｌ

）（すなわち、その溶液粘度と、１：１（ｗ／ｗ）Ｉｓｏｐａｒ／Ｈａｌｏｃａｒｂｏｎ
混合物の粘度との比）の変化を示し、この変化は、予想した形状である；「最良適合」曲
線は、この適合を決定するのに使用したデータには、図４でプロットされていない高いχ
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ＰＩＢ値が含まれていたこと以外は、このデータに立方多項適合する。この図は、前記Ｐ
ＩＢ重合体１８１４５－５および１８１４６－３に対する重合体の重量割合の効果を示す
。図４で示した全ての重合体濃度について、これらの溶液は、０．０１～１０Ｐａ（これ
は、Ｐｈｙｓｉｃａ　ＵＤＳ制御応力レオメータにて、直径７５ｍｍ、１°の円錐および
プレートの形状を使用して、測定した）の測定応力範囲にわたって、ニュートン型であり
、これは、重力沈降中にて顔料粒子により流体に加えられた応力および粒子の電気泳動運
動により加えられた応力の両方をカバーするのに十分であった。
【００５５】
　さらに別の実験を行い、ＰＩＢの濃度が異なる媒体Ａを使用して、表示装置の画像安定
性を決定した。これらの実験では、その画像安定性は、まず、４２Ｖ切替パルスを使用し
て、画素を、多数のサイクルにわたって、それらの極端な黒色および白色状態に切り替え
ることにより、測定した；この工程は、同じ画素に対する先の測定から得られる履歴効果
（もしあれば）を消すために、行った。これらのサイクルの直後、この画素の所定光学状
態を生じるのに必要な電圧パルスを加え（このパルスの末端は、その画像安定性測定につ
いて、０時間と印した）、その後、５０ｍｓ間隔で、この画素の光学状態の反射率を測定
した。（軸を外れて照射した画素の時間の関数としての反射率は、光ダイオード検出器を
使用して決定した。７００～４００ｎｍの範囲にわたって分光光度計を使って測定した反
射率に対する電圧応答を較正することにより、光検出器電圧を反射率に変換したが、この
場合、この分光光度計は、拡散反射率標準で較正した）。これらの結果を図５で示す。こ
の図（および下記の他の図）では、反射率持続性は、アドレシングパルスの終了後に観察
された最大値（一部の後の図における黒色状態については、最小値）から２単位だけ変化
するのに明度Ｌ＊に対して必要な時間として、定義される（例えば、Ｈｕｎｔ，Ｒ．Ｗ．
Ｇ．「Ｍｅａｓｕｒｉｎｇ　Ｃｏｌｏｒ」、３版、Ｆｏｕｎｔａｉｎ　Ｐｒｅｓｓ，Ｋｉ
ｎｇｓｔｏｎ－ｕｐｏｎ－Ｔｈａｍｅｓ，Ｅｎｇｌａｎｄ（１９９８）を参照。ＩＳＢＮ
　０　８６３４３　３８７　１））；以下の図７および８で示すように、この最大値は、
このアドレイングパルスの終了時には必ずしも起こらないことに注目すべきである。（こ
の最大値からのＬ＊の変化の測定は、ユーザーが表示装置での画像の劣化に気づき始める
ときの測定にほぼ相当している。ヒトの目は、広範囲の異なる時点で見える２個の表示装
置間の明度の差に対してよりも、限られた時間にわたる所定表示装置の明度の変化に対し
て、ずっと敏感である。それゆえ、ユーザーは、表示装置が一定の絶対Ｌ＊値に達すると
きよりもむしろ、最近見た最も明るい画像（最大Ｌ＊）からの変化により、その表示装置
に対する画像の劣化を判断する傾向にある）。
【００５６】
　図５の破線は、図４のＰＩＢ（１８１４５－５）に対する粘度－濃度曲線（これは、重
合体濃度ゼロでの反射率持続性に対して、縮尺した）であり、これは、ほぼ、重合体濃度
に伴う反射率持続性の変化を示しており、これは、もし、反射率持続性の変化が顔料沈降
と相関しているなら、予想される値であり、これは、順に、この重合体を加えることによ
り引き起こされる粘度の変化と相関している。
【００５７】
　ＰＩＢを使って達成される反射率持続性の変化が、単に、ＰＩＢを加えることにより引
き起こされる粘度の変化が原因ではないことを示す代替手段として、その懸濁流体中のＩ
ｓｏｐａｒ　Ｇの一部をＩｓｏｐａｒ　Ｖ（これは、同じ業者からの化学的に類似した溶
媒であるが、粘度が高い）で置き換えた実験も行った。この置換の効果は、いずれの重合
体も導入することなく、また、これらの電気泳動粒子により遭遇する化学環境を実質的に
変えることなく、この懸濁流体の粘度を高めることにある。これらのＩｓｏｐａｒ　Ｖ置
換実験から得られる結果を、ポイント指定「ｗ／ＩＶ」として、図５でプロットするが、
これらのポイントは、同じ粘度のＰＩＢ含有媒体に対応して、横軸で、プロットしている
。
【００５８】
　図５から、約０．９重量％より高いＰＩＢ濃度（χＰＩＢ＝０．００９）では、反射率
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持続性の上昇は、懸濁液の粘度に基づいて予測される値よりも高いこと、実験値と予測値
との間の不一致は、ＰＩＢ濃度と共に大きくなることが分かる。図５の縦軸の尺度は、対
数であることに注目すべきであり、粘度変化に帰因しない反射率持続性の上昇は、実質的
に、最初に見えるよりも相当に大きい；１．５重量％のＰＩＢ濃度（χＰＩＢ＝０．０１
５）では、この反射率持続性は、図５の破線で予測された値の約７０倍であるか、Ｉｓｏ
ｐａｒ　Ｖ実験に基づいて予測された値の約３０倍である。
【００５９】
　黒色状態の画像安定性に対する添加重合体の類似の効果もまた、観察されたが、その黒
色状態の画像安定性を高めるのに必要な重合体の閾値濃度は、白色状態に必要な値よりも
かなり低い。殆どの表示装置用途には、黒色および白色の両方の画像安定性を得ることが
望ましいので、この実施例では、白色画像安定性に対する閾値濃度は、どの程度の量の重
合体を加えるかを決定する。しかしながら、白色状態と黒色状態との間の閾値濃度の差と
は、黒色状態の画像安定性が長時間にわたるか高められる（これは、この溶解性重合体を
加えることにより、得られる）が白色状態の画像安定性に乏しいか他の手段で得られた白
色状態の画像安定性を有する電気泳動媒体を作製することが可能であることを意味する。
【００６０】
　　（実施例２）
　本実施例は、媒体Ｂ中の懸濁流体にＰＩＢを加えると、このＰＩＢ添加により引き起こ
される相対粘度の上昇に帰因するものよりも高い画像安定性の上昇が得られることを説明
している。
【００６１】
　１５Ｖ切替パルス（これは、媒体Ｂが設計された切替電圧である）を使用したこと以外
は、媒体Ｂを使って、実施例１のＰＩＢおよびＩｓｏｐａｒ　Ｖの添加実験を繰り返した
。これらの結果を添付の図６で示すが、この図からは、媒体Ｂを使って達成された結果が
、ＰＩＢを使って得られる反射率持続性の向上が高濃度（約１．１重量％より高い）での
み起こること以外は、上記実施例１で記述したように、媒体Ａで得られたものと定性的に
類似していることが分かる。
【００６２】
　　（実施例３）
　本実施例は、ＰＩＢの添加と共に媒体ＡおよびＢを使用して得られた画像が、事実上同
じ粘度の懸濁流体を有するがＰＩＢを欠いている変性媒体ＡおよびＢから得られる画像よ
りもゆっくりと劣化することを説明している。
【００６３】
　媒体Ａの表示装置は、１．４７％のＰＩＢ（これは、３．９０の相対粘度（ηｒｅｌ；
変性した媒体の粘度と未変性媒体の粘度との比）を生じるように加えた）を使って作製し
た。類似の媒体Ａ表示装置は、類似の相対粘度（ηｒｅｌ＝３．６０）を生じるように、
Ｉｓｏｐａｒ　Ｖを使用することにより、作製した。また、類似の対の媒体Ｂを作製した
が、一方は、１．４０重量％のＰＩＢ（ηｒｅｌ＝３．６６）で変性し、また、他方は、
Ｉｓｏｐａｒ　Ｖ（ηｒｅｌ＝３．６０）で変性した。
【００６４】
　両方の対の表示装置を、上記実施例１および２で記述したように、それらの白色状態に
駆動し、時間の経過と共に、全部で４個の表示装置のＬ＊値をモニターした。媒体Ａ表示
装置のついての結果は、図７に示し、また、媒体Ｂ表示装置についての結果は、図８に示
す。両方の場合、ＰＩＢ含有媒体の反射率持続性は、Ｉｓｏｐａｒ　Ｖを含有する媒体の
ものよりもずっと高い；この媒体Ａ表示装置では、そのＰＩＢ変性媒体は、Ｉｓｏｐａｒ
　Ｖ変性媒体の約２３０秒と比較すると、１２００秒を相当に超える反射率持続性を有す
るのに対して、媒体Ｂ表示装置では、ＰＩＢ変性媒体は、Ｉｓｏｐａｒ　Ｖ変性媒体の約
７０秒と比較すると、約３９０秒の反射率持続性を有する。
【００６５】
　これらの実験は、再度、ＰＩＢ変性媒体は、ＰＩＢを加えることにより引き起こされる
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懸濁流体の粘度上昇が原因のものよりもずっと大きい画像安定性の向上を示すことを明ら
かにしている。
【００６６】
　　（実施例４）
　本実施例は、本発明により、電気泳動表示装置の極端な（黒色および白色）光学状態だ
けでなく、中間の灰色状態の安定化も可能であることを説明している。
【００６７】
　ＰＩＢの１．５３重量％の媒体Ａを使用して、表示装置を作製した。この表示装置を、
上記実施例１で記述したようにして、その黒色状態および白色状態に駆動し、また、その
黒色状態および白色状態からの表示装置を変えるのに必要な値よりも短い駆動パルスを使
用することにより、中間灰色状態に駆動した。３つの状態の全てのＬ＊値を、時間の経過
と共にモニターし、それらの結果を、図９で示す。この図から、このＰＩＢを添加が、そ
の黒色状態および白色状態だけでなく中間灰色状態を安定化するのにも成功したことが分
かる。
【００６８】
　　（実施例５）
　本実施例は、本発明により得られる画像安定性の向上が、温度により著しい影響を受け
ないことを説明している。
【００６９】
　上記実施例４と同じＰＩＢ含有媒体Ａを、２５℃、３５℃および４５℃の温度で維持し
つつ、上記実施例１で記述したようにして、その黒色状態および白色状態に駆動し、両方
の状態のＬ＊値を、時間の経過と共に、モニターした。これらの結果を、図１０で示すが
、この図から、ＰＩＢの添加により得られる画像安定性の向上は、温度の影響を実質的に
受けなかったことが分かる。（その黒色状態のＬ＊の差は、ＰＩＢを添加しなくても、こ
の媒体に特徴的であり、これらの差は、この黒色を引き起こすのに使用する駆動パルスの
特徴を変えることにより、少なくできる。しかしながら、本当に並行した比較を行うため
に、これらの実験では、その駆動パルスの特徴のこのような調整を行わなかった）。
【００７０】
　　（実施例６）
　本実施例は、本発明の電気泳動媒体で使用される重合体の最適な分子量範囲を決定する
方法を説明している。
【００７１】
　　（Ａ部：分子量範囲に伴う固有粘度の変化）
　広範囲な分子量範囲にわたる一連のポリイソブチレンは、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ
およびＳｃｉｅｎｔｉｆｉｃ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．から購入し
た；これらの業者によれば、この一連のポリイソブチレンは、約１０５～４．６×１０６

の範囲の粘度平均分子量（Ｍｖ）を有する。各ポリイソブチレンを、媒体ＡおよびＢを調
製するのに使用した脂肪族炭化水素／ハロ炭化水素溶媒に別々に溶解し、得られた溶液の
２５℃での固有粘度を、図４で示したデータを調製するのに上記実施例１で使用した方法
と同じ方法で測定した；それらの結果を、図１１で示す。
【００７２】
　高分子化学の当業者に周知であるように、図４で示したような粘度データは、その重合
体および溶媒系についての固有粘度を決定するのに使用できる。固有粘度（「η」）は、
比粘度（ηｓｐ）と重合体濃度（Ｃ）との比のゼロ濃度限界として定義され、この場合、
比粘度は、（ηｒｅｌ－１）として定義される；従って、［η］は、図４で提示したよう
なデータから、直接決定できる（例えば、Ｆｌｏｒｙ，Ｐ．Ｊ．「Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ
　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ」，Ｃｏｒｎｅｌｌ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔ
ｙ　Ｐｒｅｓｓ：Ｉｔｈａｃａ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９５３）を参照）。固有粘度［η
］は、重合体が溶媒の粘度を高める能力の尺度である；それは、分子量と共に高くなり、
特定の重合体の化学的性質について、溶媒の品質または溶媒の適合度に敏感である。
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【００７３】
　図１１で示した線は、このデータに対する最良の線形適合であり、その勾配は、０．６
１である。この勾配は、Ｓｔａｕｄｉｎｇｅｒ－Ｍａｒｋ－Ｈｏｕｗｉｎｋ等式での指数
部ａを表している：
　　　　　　　　　　　　　［η］＝ｋＭｖ

ａ

ここで、Ｍｖは、粘度平均分子量であり、そしてｋは、定数であり、図１１で示した最良
適合の切片である（Ｈｉｅｍｅｎｚ，Ｐ．Ｃ．「Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ　ｏｆ　Ｃｏｌｌ
ｏｉｄ　ａｎｄ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ」、Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ
，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９８６）を参照）。重合体および溶媒に伴う
変動の値は、典型的には、０．５＜ａ＜０．８の範囲に入る。例えば、「Ｐｏｌｙｍｅｒ
　Ｈａｎｄｂｏｏｋ，３版」、Ｊ．Ｂｒａｎｄｒｕｐ　ａｎｄ　Ｅ．Ｈ．Ｉｍｍｅｒｇｕ
ｔ（著）、Ｗｉｌｅｙ　Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ：Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒ
ｋ（１９８９）を参照。０．５の値は、溶解した重合体に対するシータ溶解力条件を示し
、この場合、重合体／溶媒対に対するシータ溶解力とは、その溶媒から無限分子量の重合
体が沈殿する状態である。高いａの値（例えば、０．７またはそれ以上）は、良溶解力、
すなわち、潜在的な断熱溶解力を示している。従って、図１１で観察された０．６１の勾
配は、この脂肪族炭化水素／ハロゲン化炭化水素溶媒混合物が、２５℃で、ＰＩＢに対し
て、中程度に良溶媒であることを示している。
【００７４】
　重合体の粘度平均分子量を決定する方法として、固有粘度測定を使用することは、一般
的である。例えば、もし、同じ化学的性質を有する一連の異なる分子量の重合体があるな
ら（この場合、それらの分子量は、他の方法（例えば、光散乱またはゲルパーミエーショ
ンクロマトグラフィー）で決定した）、特定の溶媒中で固有粘度を測定すると、図１１で
示すように、固有粘度対公知分子量のプロットが作成できる。結果的に、その化学的性質
を有する重合体の新しい試料の固有粘度を測定することにより、図１１のようなプロット
を使用して、その試料の粘度平均分子量が測定できる。これは、実験的な手順であり、各
重合体の化学的性質と溶媒との組合せについて確立しなければならない。しかしながら、
図１１のような曲線に関連した所定重合体試料については、例えば、一連の溶媒混合物ま
たは一定範囲の温度にわたって、溶媒型の関数として固有粘度を測定すると、相対的な溶
媒和力が判断できる。図１１で使用される任意の所定の重合体試料について、例えば、温
度または脂肪族炭化水素／ハロゲン化炭化水素溶媒混合物の混合物比の変化が原因の図１
１で示した値からの固有粘度の低下は、その溶媒の品質が悪化したことを示唆している。
【００７５】
　　（Ｂ部：インクの画像安定性）
　Ａ部と同じ重合体を使って、媒体Ｂを使用して、表示装置の画像安定性を決定するため
に、さらに別の実験を行った。各重合体について、適切な粘度範囲が含まれることを保証
するために、図１１を使用して、異なる濃度の重合体を有する表示装置を作製した。上記
と同じ様式で、各表示装置について、白色状態および黒色状態の画像安定性を測定し、画
像安定性を、図６と同じ様式で、各重合体について、相対粘度の関数としてプロットした
。
【００７６】
　一般に、各重合体に対する相対粘度の関数としての画像安定性挙動は、定量的に、図５
および６で図示したものと類似している；異なる分子量の重合体の全ては、一旦、その重
合体濃度が特定の閾値濃度よりも高くなると、画像安定性が向上した。
【００７７】
　画像安定性の向上が観察された最も低い相対粘度は、重合体の開始濃度として示した；
この開始濃度は、重合体の分子量が高くなると共に、単調に低下した。媒体Ｂの粘度は、
重合体の濃度および分子量と共に変わるので、また、殆どの実用用途では、通常、その表
示装置の最適切替時間をできるだけ短くするために、媒体の粘度をできるだけ小さくする
ことが重要であるので、開始相対粘度として、画像安定性を高めるのに必要な重合体の閾
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値または開始濃度を測定することが有用である。図１２は、重合体の粘度平均分子量の関
数として、この開始相対粘度を示している。図１２で示した曲線より下の重合体濃度では
、媒体Ｂは、その重合体溶液の粘度に呼応した画像安定性を示す。これは、図１３で図示
されており、この図は、媒体Ｂの相対粘度の関数として、画像安定性（ＩＳ）を示してい
る（この場合、ηｒｅｌは、種々の分子量の重合体を添加することにより、変化した）。
図５および６と同様に、図１３の破線は、粒子沈降に対する粘度基準化がηｒｅｌ＝３．
１に対して垂直にシフトしたことを示している；この図は、その開始濃度（これは、図１
２で示している）よりも低い濃度で、画像安定性に対する重合体の効果が、相対粘度に対
する効果だけに原因することを示している。
【００７８】
　この開始濃度よりも高い重合体濃度（従って、高い相対粘度）では、媒体Ｂは、その媒
体の粘度に関して、著しく向上した画像安定性を示す。一般に、所定重合体分子量に対し
て、重合体の濃度が開始濃度よりも高くなるにつれて、画像安定性が向上するが、一部の
重合体分子量について図６で示すように、重合体濃度に伴う画像安定性の上昇は、極めて
強い。他のもの（例えば、４，６００，０００ｇ／ｍｏｌｅのポリイソブチレン）につい
ては、その上昇は、弱い。従って、任意の所定分子量を有する重合体については、その重
合体濃度は、一定程度の画像安定性を達成するように「調整」できる。（本実施例で提示
したデータは、画像安定性が、重合体濃度の上昇とは無関係に向上することを暗示するも
のではない。いずれにしても、その相対粘度がある点（すなわち、５または６）を超えて
高くなると、その媒体の光学切替時間は、遅くなりすぎて、商業上、重要ではなくなる。
それに加えて、一旦、画像安定性が、例えば、１０５または１０６秒より高くなると、画
像安定性の差を数量化することが困難となる）。
【００７９】
　図１２は、高い画像安定性を達成するのに必要な開始相対粘度をできるだけ低くするた
めに、（これらの試験で使用される懸濁流体中で）、約７３０，０００ｇ／ｍｏｌｅのＭ

ｖを有するポリイソブチレンを使用するべきであることを示す。もちろん、実用的な電気
泳動媒体は、その開始相対粘度で観察されるものよりも高い画像安定性が必要であり得る
。しかしながら、図１４は、もし、例えば、４００秒の画像安定性が望ましいなら、これ
は、７３０，０００ｇ／ｍｏｌｅのＭｖを有するポリイソブチレンを使用することにより
、最も低い相対粘度で、達成できることを示している。
【００８０】
　本実施例で記述した実験は、画像安定性を得るのに必要な濃度（従って、相対粘度）が
、加えた重合体の分子量に依存していることを示している。一般に、電気泳動媒体の光学
切替時間をできるだけ短くすることが望ましいので、また、特定の画像安定性を生じるの
に必要な重合体の添加が原因の粘度上昇をできるだけ少なくすることが望ましい。Ｂ型の
媒体（この場合、その炭化水素／ハロカーボン懸濁流体は、広範な分子量範囲の市販のポ
リイソブチレンに対して、中程度に良溶媒である）については、その最適粘度平均分子量
は、４００，０００＜Ｍｖ＜１，２００，０００ｇ／ｍｏｌｅの範囲に入る。
【００８１】
　　（実施例７）
　本実施例は、本発明の電気泳動媒体中で低い多分散指数を有する重合体を使用すること
を説明している。
【００８２】
　上記実施例６で使用したポリイソブチレンは、１．５を超える多分散指数（ＰＤＩ）で
示すように、広範な分子量分布を有する安価な市販の物質である。これらの重合体の分子
量分布は、テトラヒドロフラン中のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）
で分析し、以下の表１は、実施例６で使用した重合体の一部の数平均分子量（Ｍｎ）、重
量平均分子量（Ｍｗ）およびＰＤＩ（＝Ｍｗ／Ｍｎ）について得られた値を示している。
これらの試料は、業者が報告した粘度平均分子量Ｍｖに従って、整理した。
【００８３】
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　　（表１．市販のＰＩＢ試料の分子量）
【００８４】
【表１】

　実施例６で示すように、画像安定性を向上させる開始濃度は、その重合体の分子量に依
存しているので、狭い重合体分子量分布が低い相対粘度で高い画像安定性を生じると推測
する理由があった；その分子量分布を狭くすることにより、実際、所望の画像安定性を達
成するのに最適には寄与しない低分子量および高分子量物質を除去する。従って、Ｐｏｌ
ｙｍｅｒ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ｓｅｒｖｉｃｅ－ＵＳＡ　Ｉｎｃ．（Ｓｉｌｖｅｒ　Ｓ
ｐｒｉｎｇ，ＭＤ）およびＡｍｅｒｉｃａｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ｃ
ｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｍｅｎｔｏｒ，ＯＨ）から、狭い分子量範囲のポリイソブチレン
試料を購入した。これらの製造業者によれば、これらの狭い分散のポリイソブチレンは、
市販の高分子量ポリイソブチレンを分別することにより、調製された。ＧＰＣおよび光散
乱により決定した分子量分布は、製造業者が報告しているように、以下の表２に載せる。
表２はまた、本発明者および彼の同僚が測定したように、媒体Ｂでの懸濁流体として使用
した炭化水素／ハロカーボン混合物中での重合体の固有粘度を載せている。
【００８５】
　　（表２．狭い分布のＰＩＢ試料の分子量および固有粘度（［η］））
【００８６】
【表２】

　粘度に対する分子量分布範囲の効果は、表１のＭｖが４００，０００の重合体と表２の
Ｍｎが４５１，０００の重合体とを比較することにより、分かる。表１の重合体の重量平
均分子量は、表２の重合体のものより僅かに低いものの、表１の重合体の固有粘度および
相対粘度は、表２の重合体のものよりも高い。これは、表１の重合体の高分子量成分がそ
の溶液の粘度に対する不釣り合いに高い寄与を引き起こすので、起こる。これらの高分子
量成分は、電気泳動媒体の画像安定性を向上させるほどには多く加えられないと考える理
由があったので、画像安定性の向上は、その重合体の分子量分布の幅を狭くすることとに
より、低い相対粘度で達成できると思われた。
【００８７】
　表２の重合体の限られた量だけが利用でき、それらの単位重量あたりの価格は、表１の
重合体のものよりも数桁高いので、開始濃度の決定は、粘度平均分子量（Ｍｖ）に対して
縮尺した開始濃度（［η］ＣＰＩＢ）として、図１２で示したデータを再プロットするこ
とにより洗練され、この場合、ＣＰＩＢは、高い画像安定性の開始に到達するのに必要な
重合体の濃度である。これらの結果は、図１５で示すが、これは、高い画像安定性を得る
のに必要な重合体の開始濃度が［η］－１として概算できることを示している。
【００８８】
　従って、媒体Ｂ表示装置は、［η］－１濃度ガイドを含む範囲の重合体濃度にわたって
、表２の重合体を使用して、作製された。図１６は、表２の重合体の重量平均分子量に対
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して、４００秒の画像安定性を達成するのに必要な相対粘度を示し、また、表１の重合体
について図１３から得られる対応するデータを再生している。この図は、その重合体の分
子量分布を洗練するか狭くすることにより、著しく低い相対粘度で、高い画像安定性が達
成できることを示している。例えば、Ｍｗが５０８，０００の表１（広い分布）重合体で
は、少なくとも４００秒の画像安定性を得るのに必要なηｒｅｌは、約３．７であったの
に対して、Ｍｗが５８３，０００の表２（狭い分布）重合体では、類似の画像安定性は、
約２．５のηｒｅｌで観察された。
【００８９】
　図１６はまた、［η］－１規則により、画像安定性を生じるのに必要な重合体の開始濃
度を予測する優れた出発点が得られることを図示している。この図では、太線は、表２重
合体の画像安定性についての［η］－１規則の予測値を示しており、この場合、媒体Ｂ懸
濁流体中でのこれらの重合体について実験的に決定した［η］値は、表２で示している。
［η］は、その分子量分布および重合体用の電気泳動媒体の懸濁流体の溶媒品質に敏感で
あるので、この結果は、この［η］－１規則が、電気泳動媒体中での高い画像安定性の開
始を生じるのに必要な溶解性重合体の濃度を予測する一般方法を提供することを示してい
る。
【００９０】
　本実施例で記述した実験は、本発明に従って溶解性重合体を加えることにより起こる電
気泳動媒体の相対粘度の上昇が、添加重合体の分子量分布の幅を狭くすることにより、で
きるだけ小さくできることを示している。実施例６で使用した重合体は、１．６～殆ど３
の範囲の多分散指数を有していた。そのＰＤＩを１．３未満に低くすることにより、その
重合体の添加が原因の相対粘度の上昇は、所定Ｍｗを有する重合体に対して、３０％より
多く減少できる。この規則は、本発明で画像安定性を得るために、広範で多様な分布の重
合体の使用を排除するものではない；実際、一部の市販のポリイソブチレンは、極めて広
い分子量分布を有するが、依然として、本発明で有用である。
【００９１】
　また、本実施例で記述した実験では、高い画像安定性を生じるのに必要な重合体の最低
濃度（従って、特定の分子量に対する最低粘度）を推定する規則が得られる。この規則は
、高い画像安定性を生じるのに必要な所定分子量の開始濃度が［η］－１付近で見られる
ことである。この規則は、電気泳動媒体で重要であり得る他の重合体／懸濁システムでの
調合に指針を与えるのに適用できるので、有用である。それゆえ、例えば、もし、異なる
電気泳動媒体または懸濁流体中でポリイソブチレンを使用したいなら、新しい懸濁流体で
のポリイソブチレンの［η］を測定し、次いで、媒体相対粘度の上昇が最低で画像安定性
を向上させる重合体濃度が［η］－１付近で見られると推定し、その調合の最適化を、重
合体濃度の範囲（すなわち、０．５［η］－１＜ＣＰＩＢ＜１．５［η］－１の範囲）に
集中する。この規則はまた、他の種類の重合体を使用するときにも適用できるが、許容で
きる重合体および懸濁流体の溶媒品質といった別の考慮も必要である；これは、以下の実
施例８で説明する。
【００９２】
　　（実施例８）
　本実施例は、本発明の電気泳動媒体で使用される重合体用の懸濁流体で必要な溶媒品質
を説明する。
【００９３】
　図１１のデータを作成するのに使用される実験を、同じポリイソブチレンを使用するが
、先に使用した炭化水素／ハロカーボン混合物中ではなく、媒体Ｃで使用した純粋な脂肪
族炭化水素懸濁流体中で繰り返した；これらの結果を、図１７で示す。この図での最良線
形適合線の勾配は、０．７３であり、これは、この炭化水素がポリイソブチレンに対して
良好な溶媒であるが、先に使用した炭化水素／ハロカーボン混合物よりも良好な溶媒かど
うかは、（データが不確実であり、また、試料の数が少ないことを考えると）確かではな
いことを示している。
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【００９４】
　媒体Ｃ表示装置は、Ｍｖが７３０，０００ｇ／ｍｏｌｅのポリイソブチレンを使用して
作製したが、この場合、重合体の濃度は、先の実施例で誘導した一定［η］ＣＰＩＢを使
用して、決定した。作成した表示装置は、上記実施例６で作製した媒体Ｂ表示装置の挙動
に基づいて予想されたものと匹敵する画像安定性を有していた。
【００９５】
　図１１および１７のデータは、少なくとも２５℃で、媒体ＡおよびＢ表示装置で使用し
た炭化水素／ハロカーボン混合物中のハロカーボンの量の増加が、ポリイソブチレン用の
懸濁流体の全体的な品質を低下させることを示唆している。実際、ポリイソブチレンは、
ハロカーボンを加えることにより、脂肪族炭化水素の濃厚溶液から沈殿でき、このことは
、ポリイソブチレンがハロカーボンそれ自体に溶解性がよくても乏しいことを示唆してい
る。図１８は、その懸濁流体中でのハロカーボンと脂肪族炭化水素との質量比の関数とし
て、一連の媒体Ｃ表示装置の白色画像安定性能を示している。図１８は、ハロカーボンの
濃度が高くなるにつれて、その画像安定性が乏しくなることを示している。８０重量％の
ハロカーボンを使うと、その表示装置は、ポリイソブチレンが存在していないように挙動
し、実際、これは、これらの表示装置を作製するのに使用される濃厚ポリイソブチレンス
トック溶液がこのような懸濁流体と混ざらないという観察と一致している。図１８はまた
、Ｍｖが７３０，０００ｇ／ｍｏｌｅのポリイソブチレンの固有粘度が、溶媒比の関数と
して示している；ハロカーボン含量の増加に伴う［η］の低下は、その溶媒の品質が乏し
くなることを示している。これらの観察に基づいて、電気泳動表示装置において、高い画
像安定性を生じる重合体および懸濁流体を選択するための溶媒品質の規準が示唆できる：
この重合体／懸濁流体の組合せは、その流体が室温で重合体に対して少なくともシータ溶
媒であるようでなければならない。高い画像安定性となる温度範囲を広くするために、こ
の懸濁流体は、少なくとも、この重合体に対して、中程度に良溶媒から良溶媒であるべき
である。先に記述したように、これは、分子量に伴う固有粘度の指数（ｓｃａｌｉｎｇ　
ｅｘｐｏｎｅｎｔ）ａで示すことができ、この場合、上記規準は、少なくとも０．５、最
適には、０．５５＜ａ＜０．８の勾配を示唆している。
【００９６】
　図１８で示したデータを作るのに使用した表示装置を作製する際に、［η］に対する溶
媒品質の効果について補正を行わなかったが、図示しているように、［η］は、ハロカー
ボン含量の上昇と共に低下したことに注目せよ。先の段落で特定した最適な溶媒品質範囲
にわたって、ハロカーボン含量の上昇と共に、溶媒品質の低下に対して補正するために、
一定の［η］ＣＰＩＢ規則が使用できる。
【００９７】
　本実施例で提供したデータは、電気泳動表示装置で高い画像安定性を生じる重合体／懸
濁流体の組合せに許容できる溶媒品質の範囲を規定している。このデータは、一定範囲の
懸濁流体にわたって、高い画像安定性を生じるために、ポリイソブチレンが使用できるこ
と、また、その流体が重合体用の少なくとも中程度の良溶媒であると確認されたとき、良
好な高い画像安定性が認められることを示している。ポリイソブチレン用の流体の溶媒品
質が、その組成を変えることにより、悪くなるにつれて、その画像安定性は、低下する。
可能な限り最も広い操作温度範囲にわたって、高い画像安定性を生じるためには、重合体
／懸濁流体の組合せは、室温での分子量との固有粘度に対する指数ａが０．５５＜ａ＜０
．８の範囲内に入るように選択すべきであり、ａの値が高いほど、良好となる。
【００９８】
　媒体Ｃ表示装置の画像安定性は、媒体ＡおよびＢ表示装置の顔料濃度とは実質的に異な
るが、また、画像安定性を誘発する際の重合体の有効性が広い顔料濃度にわたって維持で
きることを立証している。
【００９９】
　　（実施例９）
　本実施例は、数時間から数日の画像安定性を有する電気泳動媒体の作製を説明している
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。
【０１００】
　上記のように作製した媒体Ｃ内相の各１０６４ｇにて、Ｉｓｏｐａｒ溶媒中の粘度平均
分子量が７３０，０００のポリイソブチレンの１３重量％溶液５３．５ｇを使用して、媒
体Ｃ表示装置を作製した。次いで、これらの表示装置を、５つの異なる型の光学状態遷移
（すなわち、黒色－白色（ｂ→ｗ）、白色－黒色（ｗ→ｂ）、黒色－灰色（ｂ→ｇ）、白
色－灰色（ｗ→ｇ）および灰色－灰色（ｇ→ｇ））に供し、この場合、黒色および白色は
、この表示装置の極端な光学状態を示している。黒色－白色（ｂ→ｗ）および白色－黒色
（ｗ→ｂ）の遷移は、０．３秒間にわたって、その媒体を１５Ｖに晒すことにより行い、
それに対応して、他の遷移には、それより短い駆動パルスを適用した；この単一駆動パル
スの適用後、この表示装置は、各実験の残りでは、出力を供給しないままにした。各表示
装置のＬ＊値は、この駆動パルスの適用中および適用後、先に記述した様式で測定し、そ
れらの結果を、図１９で示す。これらの測定の時間スケールは、８桁をカバーするので、
各遷移の開始は、デジタル化されているように見える。
【０１０１】
　図１９は、これらの表示装置の白色状態および黒色状態が１０６秒程度の画像安定性を
示すことを明らかにしている。例えば、図１９のｂ→ｗ遷移を注意深く研究すると、その
駆動パルスが完了した後、白色状態の明度にゆっくりとした減衰があったことが明らかに
なる；しかしながら、図１９に含まれる時間スケールにわたる全減衰は、依然として、約
１～２Ｌ＊の規模にすぎず、その画像安定性は、１０６秒よりも大きい。その測定時間が
１０３秒を超えるとき、明度の最も著しい変化は、その変化速度が極端に低い値まで低下
しつつ、比較的に短い時間で起こる。実際、これらの明状態は、数ヶ月（すなわち、１０
７秒を超える期間）持続することが視覚的に観察されたが、この非常に長い時間の画像安
定性は、定量的には、追跡されなかった。その画像安定挙動は、数ヶ月の切替にわたって
再現性であり、明状態での表示装置の長期間滞留（ｒｅｓｉｄｅｎｃｅ）は、引き続いた
遷移において、その明度を達成する性能に影響を与えない（すなわち、永久的な画像の保
持または画像のバーンインは、観察されなかった）。
【０１０２】
　図１９はまた、媒体Ｃの灰色状態が画像安定性であることを示しており、これは、その
黒色状態および白色状態について観察されたものと類似した明度減衰速度を示す。そのよ
うに実証された灰色状態画像安定性により、電気泳動表示装置において、画素を切り替え
る一般画像流れ波形（すなわち、灰色－灰色アドレシング）を開発することが可能となる
。
【０１０３】
　本実施例は、媒体Ｃ型電気泳動媒体での一般的な画像安定性を説明しており、黒色状態
および白色状態ならびに中間の灰色状態での安定性を示す。本実施例はまた、所定表示状
態の安定性が、同じく、この状態が達する経路とは無関係であること、また、低電圧の急
速にアドレスした電気泳動媒体では、非常に長期の画像安定性（少なくとも１０６秒のオ
ーダー）が達成できることを示している。
【０１０４】
　　（実施例１０）
　本実施例は、実施例９で示した種々の状態の画像安定性が温度と実質的に無関係である
ことを説明している。
【０１０５】
　携帯情報機器（例えば、携帯情報端末（ＰＤＡ’ｓ）および他の消費者装置）は、通常
の使用中にて、広範囲の温度に晒され、それゆえ、機器および装置で使用される表示装置
は、（典型的には）、０～５０℃の範囲で操作する必要がある。実施例９で記述した実験
を、この温度範囲にわたって繰り返し、その画像安定性がこの範囲内の温度で実質的に影
響されないことを確認した。
【０１０６】
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　また、ある温度で表示装置を特定の光学状態に駆動したときに何らかの変化が起こるか
どうかを決定するために実験を行ない、その後、その表示装置の温度を変えた。さらに具
体的には、実施例９で使用した表示装置を、その実施例で記述した様式にて、２５℃で、
それらの黒色状態、灰色状態および白色状態に駆動し、その後、その温度が０～５０℃の
範囲にわたって変わっている間、出力を供給しないままにした。それらの結果を、図２０
で示す；この図の下部は、時間が経つにつれた黒色、灰色および白色表示装置の温度変化
を示すのに対して、この図の上部は、時間が経つにつれたＬ＊の変化を示す。この範囲内
での温度変化は、これらの表示装置の光学状態に実質的に効果がなかったことが分かる。
【０１０７】
　本実施例は、ポリイソブチレンのような重合体が、表示装置の典型的な操作温度範囲に
わたって画像安定性を達成するのに使用できるこを示している。この種の画像安定性を有
する表示装置は、その外部環境温度が表示装置の温度を著しく変えても、画像を維持する
と予想できる。
【０１０８】
　　（実施例１１）
　本実施例は、本発明に従って電気泳動媒体に重合体を加えると、その媒体に加えられる
低電圧インパルスに対する非線形応答が得られることを説明している。
【０１０９】
　上記媒体Ｂと実質的に同じ懸濁流体、界面活性剤、結合剤、積層接着剤および製作プロ
セスを使用するが、上記媒体Ｃと実質的に同じ顔料装填およびカプセルサイズを使って、
ハイブリッド媒体Ｂ／媒体Ｃ表示装置を作製した。このハイブリッド媒体は、ηｒｅｌが
３．３になるような濃度で、ポリイソブチレン（１８１４６－３）を含有していた。この
表示装置は、５００ミリ秒で１５Ｖの駆動パルスを使用して、その黒色状態と白色状態の
間で切り替え、１０６秒を超える画像安定性を有していた。図２１の破線で示すように、
この白色状態は、６８のＬ＊値を有し、また、この黒色状態は、２２のＬ＊値を有してい
た。
【０１１０】
　この表示装置を、低電圧を使用して、その黒色状態と白色状態との間で切り替えるよう
に作製したとき、その表示装置の応答は、実質的に非線形であることが観察された。図２
１の白丸は、電圧とインパルスを有するパルス長との組合せを有する駆動パルスを表示装
置の黒色状態に適用することから得られるＬ＊値（すなわち、時間に対する印加された電
圧の積分）を示し、これは、その黒色状態を白色状態に完全に切り替えるのに足りる１５
Ｖ、５００ミリ秒のパルスの値と同じである。図２１から、約１０Ｖ未満では、加えたイ
ンパルスに対する表示装置の応答が実質的に非線形になることが分かる。例えば、この表
示装置に２Ｖを３７５０ミリ秒間加えると、このような駆動パルスのインパルスが１５Ｖ
、５００ミリ秒のパルス（これは、Ｌ＊を２２から６８へと上げる）と同じであっても、
２２から約３４へのＬ＊の変化を生じるにすぎない。図２１の黒丸は、５００ミリ秒の規
定電圧を加えることにより得られるＬ＊値を示す；この期間にわたって表示装置に２Ｖを
加えると、２単位未満のＬ＊の変化が生じることが分かり、この変化は、視覚的に殆ど感
知できず、その結果、この表示装置は、見かけ閾値を示す。注意深く観察すると、この表
示装置は、依然として、たとえゆっくりでも、低電圧で切り替わっていることを示すので
、Ｌ＊の許容できる変化に依存して、３７５０ミリ秒より短い時間スケールにわたって、
見かけ閾値は、２Ｖで観察される。図２１は、その黒色から白色への遷移のデータを示し
ているにすぎないものの、白色から黒色への遷移についても、類似の挙動が観察された。
【０１１１】
　この弱い閾値挙動は、それによって表示装置が任意のＤＣオフセット寄生電圧（これは
、典型的には、正バイアスおよび負バイアスの両方の数百ｍＶまでであり、活性マトリッ
クス表示装置のバックプレーンで存在している；これらの寄生電圧は、このバックプレー
ンのトランジスタに電力供給するときはいつでも、連続的である）に非感受性となるので
、有利である。
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【０１１２】
　この電気泳動媒体のインパルス非線形性は、高い画像安定性を生じるのに使用される重
合体の濃度を変えることにより、調節できることが分かった。この非線形性の度合いは、
任意の所定分子量の重合体について、その開始濃度より高い濃度より高い濃度に重合体濃
度を高めると共に、大きくなる。このインパルス非線形性の度合いが大きくなるにつれて
、電気泳動表示装置は、高い見かけ閾値を示す。高い閾値は、パッシブマトリックスアド
レッシングスキームで電気泳動媒体を使用可能にする望ましい属性であり得る。
【０１１３】
　本実施例は、本発明に従って高い画像安定性を得るために懸濁流体に重合体を加えると
、また、その媒体の光学応答が変わり、この応答を、レオロジーの点で強力なずり減粘挙
動と類似した様式で、インパルスに対して非線形にする。この非線形インパルス応答によ
り、この媒体は、電圧閾値挙動を示すと思われる。この非線形性の性質または程度は、こ
の重合体の濃度を調節することにより調節でき、その非線形挙動の度合いは、重合体濃度
を高くすると共に大きくなり、その開始濃度より高い濃度で、著しくなる。この現象は、
安価なパッシブアドレス表示装置を開発するのに有用であり得る。
【０１１４】
　この非吸収性重合体を含有させること以外に、本発明の電気泳動媒体は、上記特許およ
び特許出願と同じ成分および製造技術を使用し得、読者は、それらを参照して、さらに詳
しい情報が得られる。
【０１１５】
　前述の記述から、本発明は、電気泳動表示装置により生じる画像の安定性の実質的な向
上を提供し、それにより、特に、携帯機器（ここで、その表示装置のエネルギー消費は、
非常に重要である）のような用途で、このような表示装置の有用性が高まることが分かる
。さらに、本発明をうまく変えることにより、安価で非毒性の材料（これらは、商業的に
容易に入手できる）を使用して、画像安定性の向上が達成できる。
【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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